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本仕様書では、ある程度の具体的な数字を示すことにより、これを活用する方の理

解がしやすいと考えた。ここでは、下記の条件の最終処分場をベ－スとしている。 

 

 立  地 ：関東某所 

 埋立容量 ：約 30 万 m3 

 貯留構造物：土堰堤構造、高さ  ｍ 

 

 また、必要な部分には、□で囲み、解説としてコメントをのせている。 

 数字のイメ－ジが必要な部分には代表的な数字、一般的に使われている数字として 

 下記のように表示しているが、あくまで参考値である。 

例：【約 200】ｍ 

 

 なお、本仕様書は、一般廃棄物最終処分場を対象としているが、公共関与の産業廃

棄物最終処分場等にも流用可能である。その場合は、当該最終処分場の内容にあわせ

て適宜修正して利用されたい。 

 さらに、本仕様書は、オープン型最終処分場と被覆型最終処分場の両者に利用でき

るように記述している。オープン型最終処分場の発注に利用される場合は、被覆型最

終処分場に関する記載事項を削除していただきたい。逆に被覆型最終処分場の発注に

利用される場合は、被覆型最終処分場の内容にそぐわないオープン型最終処分場特融

の記述を削除していただきたい。 

 

 最後に、本書を利用される上で、不明な点や疑問点、ご指摘等があれば、巻末に記

載している NPO･LSA まで、遠慮なく連絡いただきたい。貴重なご意見をいただき、

より良いものに改善していく一助にさせていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人 最終処分場技術システム研究協会 

一般社団法人 持続可能社会推進コンサルタント協会 

最終処分場標準仕様書等作成委員会 委員長 宇佐見 貞彦 
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第１章 総 則 

本仕様書は、【    】市（町村、一部事務組合等）（以下「当局」という。）が発注

する一般廃棄物最終処分場建設工事（以下「本工事」という。）に適用する。 

 

【解 説】 

本仕様書（添付の図面、資料等を含む）は新設工事に適用する。（基幹的施設の全面的

な改造工事についてはこれを準用する。） 

なお、本仕様書は最終処分場全体の施設整備について、図面発注方式を前提とした考

え方に基づいて作成したものである。 

 

第１節 一般概要 

本工事は、当局の一般廃棄物の適正な処分を行うため、【     】一般廃棄物

最終処分場（以下、「本施設」という。）を新設するものである。 

 

【解 説】 

当局における本工事に対する基本的な考えを示す。 

 

第２節 工事概要 

１ 工事件名 

【                     】 

２ 工事場所 

【                     】 

 

【解 説】 

位置図（1/50,000 以上）、敷地区域図（1/500～1/5,000）を添付資料とする。 

 

 

３ 施設規模 

1) 敷地面積     【     】㎡ 

2) 埋立面積     【     】㎡ 

3) 埋立容量     【     】㎥ 

① 廃棄物      【     】㎥、【     】t 

② 覆土（全体量）  【     】㎥、【     】t 

即日覆土    【     】㎥、【     】t 

中間覆土    【     】㎥、【     】t 

最終覆土    【     】㎥、【     】t 

4) 浸出水処理施設   【    】㎥／日 
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5) 埋立期間     【    】年 

【    】年【  】月～【    】年【  】月 

 

４ 工 期 

契約締結日から【    】年【  】月【  】日までの期間とする。 

 

５ 工事の範囲 

本工事の範囲は下記とする。 

 最終処分場本体工事 

【貯留構造物            】 

【遮水工              】 

【雨水集排水施設          】 

【埋立ガス処理施設         】 

【地下水集排水施設         】 

2) 管理施設工事 

【管理棟              】 

【搬入管理設備           】 

【モニタリング設備         】 

【その他施設工事          】 

3) 関連施設工事 

【搬入道路             】 

【飛散防止設備           】 

【防災設備             】 

【その他関連施設工事        】 

4) 周辺整備工事 

【立札               】 

【門扉               】 

【囲障設備             】 

【防災設備             】 

【駐車場              】 

【その他周辺整備工事        】 

5) 工事範囲外 

【                 】 

【                 】 

 

【解 説】 

主要施設を具体的に記載する。分割発注により本工事に含まれない工事がある場合は

工事範囲外として記載する。 

 



3 - 

 

第３節 基本条件 

 施設条件 

1) 処分場形式 【オープン型処分場・被覆型処分場】 

2) 埋立構造  【準好気性埋立構造】 

3) 埋立方式  【セル方式・サンドイッチ方式】 

4) 覆土計画 

(1) 即日覆土 

 

 

 

 

(2) 中間覆土 

 

 

 

 

(3) 最終覆土 

 

 

 

 

(4) 法面保護土 

 

 

 

 

(5) 嵩上げ盛土 

 

 

 

 

5) 廃棄物搬入車両規格･仕様 【  】t 車～【  】t 車・〔油圧ダンプ車等〕 

(1) 搬入車両台数 日平均【  】台、日最大【  】台 

 

【解 説】 

施設条件は、本工事に関する基本的事項を示す。 

即日覆土、中間覆土、被覆型最終処分場（固定または移動式屋根）の埋立終了区画の

キャッピング等については、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係

る技術上の基準を定める省令(以下、「基準省令」という。)の維持管理基準で「埋立処分



4 - 

 

が終了した埋立地を、埋立処分以外の用に供する場合は、厚さが概ね 50cm 以上の土砂等

の覆いにより開口部を閉鎖すること。（ただし、雨水が入らないよう必要な措置が講じら

れる埋立地については、遮水工と同等以上の効力を有する覆いにより閉鎖すること。）」

とあることから、土質材料等による従来の覆土以外に、ジオシンセティックス等を用い

た覆土代替材による施工も可能である。土質材料を用いる場合は、発生流用土や購入土

の区分、砂や砂質土等の土質の簡易分類、粒径等が明らかな場合は明記する。 

覆土の土質区分は、地盤材料の粒径区分とその呼び名を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（社）地盤工学会、地盤工学・実務シリーズ 6 地盤調査・土質試験結果の解釈と適用例 p34 

図 1-1 地盤材料の粒径区分とその呼び名 

 

２ 埋立対象物 

表 1 埋立対象物の種類･組成･状態･搬入形態 

出典：公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター情報処理センターHP を一部修正 

 

 

 

 

  

種  類 
容 量 重 量 

状 態 搬入形態 
m3 ％  ｔ  ％  

焼却主灰       
処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
   

   

処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
   

   

処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
   

   

溶融スラグ       
破砕不燃残渣       
ガラス・陶磁器類       
浸出水処理施設からの 

汚泥 
   

   

覆 土    
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【解 説】 

埋立対象物は、ごみ処理基本計画等をもとに、埋立対象物の種類、種類ごとの組成（重

量･容量％）、各年度の埋立処分量、状態・搬入形態 (搬入曜日、搬入に当たっての特筆事

項等を記載する。汚泥は含水率を設定している場合は「状態」欄に記載する。搬入特性は

種類ごとに搬入曜日が設定されている場合などの搬入の特性を記載する（表 1-1）。 

処理飛灰は処理方式毎に記載し、薬剤処理の場合はキレート剤(有機系)・無機系薬剤処

理の区分、キレート剤処理の場合はキレート剤種類ごと、もしくは発生源ごとに処理飛灰

量を記載する。（キレート剤種類：ジエチル系、テトラエチレンペンタミン系、ピペラジン

系、無機リン系等） 

表 1-1 埋立対象物の種類･組成･状態･搬入形態の記載例 

※重量の数値は、単位体積重量の例を示す。 

出典：公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター情報処理センターHP を一部修正 

 

  

種類 
容量 重量 

状態 搬入形態 
m3 ％  ｔ  ％  

焼却主灰   1.6 
 【 】t ダンプ

トラックで搬入  
搬入曜日、排出源  
（〇〇清掃工場

等）  

処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
  1.4 

 【 】t ダンプ

トラックで搬入  
搬入曜日、排出源  
（〇〇清掃工場

等）  

処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
   

 【 】t ダンプ

トラックで搬入  
搬入曜日、排出源  
（〇〇清掃工場

等）  

処理飛灰 

（処理方式､処理剤種類） 
   

 【 】t ダンプ

トラックで搬入  
搬入曜日、排出源  
（〇〇清掃工場

等）  

溶融スラグ   1.9 
  搬入曜日、排出源  

（〇〇清掃工場

等）  

破砕不燃残渣   1.2 
  搬入曜日、排出源  

（〇〇清掃工場

等）  

ガラス・陶磁器類   1.0 
  搬入曜日、排出源  

（〇〇清掃工場

等）  

浸出水処理施設からの 

汚泥 
  1.2 

 含水率〇％  
浸出水処理施設

より【 】t ト

ラックで搬入  

〇回 /月搬入  

覆 土   1.6 
 【 】t ダンプ

トラックで搬入  
必要時に〇から搬

入  
〇(回 /月)程度搬入  
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３ 立地条件 

1) 地形・地質等 

(1) 地 形  添付資料 図－【   】参照 

(2) 地 質  添付資料 図－【   】参照 

2) 土地利用規制状況 

(1) 規制条件：【       】、規制内容【         】 

添付資料    図－【   】参照 

(2) 規制条件：【       】、規制内容【         】 

添付資料    図－【   】参照 

3) 都市計画事項 

(1) 用途地域 【           】 

(2) 防火地域 指定【 あり ・ なし 】 

(3) 高度地区 指定【 あり ・ なし 】 

(4) 建ぺい率 【   】%以下 

(5) 容積率  【   】%以下 

(6) その他  【           】 

 

(1) 敷地面積        【      】㎡ 

(2) 土地利用状況（地目等） 【          】 

添付資料      図－【   】参照 

(3) 周辺状況        【          】 

添付資料      図－【   】参照 

 

 

① 電 気  【                     】 

(記入例)【    】側より【   】kV【地中・架空】を引き込む。 

② 用 水  【      】（飲料水と区別する場合は別途記載する。） 

(記入例) 【    】側より引き込む。 

③ ガ ス  【         】 

④ 排 水  【         】 

⑤ 電 話  【         】 

電気、ガスなどのユーティリティは浸出水処理編で扱う。 

6) 気 象 

(1) 気象観測地点 【         】 

(2) 設計降水データ期間 【   】年から【   】年の【   】年間 

(3) 外気温最高  【   】℃、最低【   】℃ 

(4) 最大降雨量  【   】mm／日 

(5) 最大積雪深度 【   】cm 

(6) 最多風向   夏期【   】、冬期【   】 
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(7) 凍結深度   【   】cm 

(8) 計画・設計時に配慮した気象条件 

【                               】 

(9) 施工時に特に配慮が必要な気象条件 

【                               】 

 

【解 説】 

1) 地形を示す資料として現況平面図、地質を示す資料として地質調査平面図、柱状図等を

添付する。 

2) 敷地内の土地利用の規制状況等について規制条件（都市計画区域、指定･登録文化財、

農業振興地域、国立･国定公園、保安林等、鳥獣保護区、砂防指定地、地すべり防止区域、

急傾斜地崩壊危険区域等）と規制内容を以下に示す(表 1-2)。 

表 1-2 都市計画法令 

地  域 法   律 土地利用規制 

都市地域 都市計画法 都市計画区域 

農業地域 農業振興地域の整備に関する法律 農業振興区域 

森林地域 森林法 国有林 

地域森林計画対象民有林 

自然公園地域 自然公園法 国立公園・国定公園 

都道府県立自然公園 

自然保全地域 自然環境保全法 原生自然環境保全地域 

自然環境保全地域 

都道府県自然環境保全地域 

出典：国土交通省都市局都市計画課、平成 30 年 11 月 

3) 国土計画体系の中で、都市計画は土地利用基本計画（国土利用計画法第 9 条）で位置づ

けられている。都市計画では、各都道府県の区域を対象に、圏域を表 1-3 に示す 5 つの

地域に区分し、土地利用の基本的な方向が示され、表 1-4、1-5 に示す地域地区が指定さ

れている。 

4) 現況の土地利用内容、敷地周辺設備・道路等の状況を記載する。本節 2 に記載の現況平

面図でこれらの状況が確認できるとなおよい。用地範囲は現況平面図中に記載する。ま

た、建設地の現状の土地利用状況、自然環境状況等によっては、各々の関係法令等を満

足しなければならない。関係法令、該当地等については、「廃棄物最終処分場の計画･設

計･管理要領 2010 改訂版」（以下「計画･設計･管理要領」という。）のⅠ編の表 3.6-1～

表 3.6-4(表 1-6～9)を参考にするとよい。 

5) 建設地の開発条件は、林地開発等で計画･設計時に条件とした緩衝帯幅、緑化率、降雨

強度、洪水調整量、その他青線･赤線の付け替え･廃止等の開発に伴う計画･設計条件があ

れば内容を含め記載する。 

6) 敷地周辺設備は、敷地における電気、ガス等周辺設備の整備について記載する。引き込

み先、既設水道管等を示す図面がある場合は添付する。 
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7) 必要な気象条件を記載する。気象観測地点は最終処分場計画地に近接し、最も気象条件

が類似している観測所の資料を用いる。また最終処分場との位置関係がわかる位置図を

添付する。 

表 1-3 都市計画区域と都市計画区域外の土地利用の区域区分 

都市計

画区域 

市街化区域 土地利用

に関する

都市計画

あり 

 

開発行為、

建築行為の

規制・制限

あり 

 

• すでに市街地を形成している区域  

• おおむね 10 年以内に優先的かつ計画的

に市街化を図る区域  

• 少なくとも用途地域を定める  

市街化調整区

域 

• 当面市街化を抑制すべき区域  

• 原則として、用途地域を定めない  

非線引き区域  

都市計

画区域

外 

準都市計画区

域 

• 都市計画区域外のうち、将来における一

体の都市として整備、開発及び保全に必

要な都市計画を定める地域 

準都市計画区

域以外の区域 

都市計画

なし 

開発行為の

規制あり 

 

出典：不動産取引実務研究会、宅建合格テキスト 2 法令上の制限、2018 年 3 月、㈱ビジネス教育出版社、他  

表 1-4 土地利用に係る地域地区（用途地域等）の種類 

類型 地域地区 

用途関係 用途地域（第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居

専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居

地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用

地域）、特別用途地区、特定用途制限地域、特定用途誘導地区、居住調整地域 

防火関係 防火地域、準防火地域、特定防災街区整備地区 

形態関係 高度地区、特定街区、高度利用地区、高層住居誘導地区、特例容積率適用地区、都

市再生特別地区 

景観関係 景観地区、伝統的建造物群保存地区、風致地区、歴史的風土特別保存地区、第一種

歴史的風土保存地区、第二種歴史的風土保存地区 

緑化関係 緑地保全地域、特別緑地保全地区、緑化地域、生産緑地地区 

特定機能

関係 

駐車場整備地区、臨港地区、流通業務地区、航空機騒音障害防止地区、航空機騒音

障害防止特別地区 

出典：不動産取引実務研究会、宅建合格テキスト 2 法令上の制限、2018 年 3 月、㈱ビジネス教育出版社より作成 

表 1-5 用途地域以外のその他の地域地区 

防火地域 主に住宅密集地域や商業地域などの市街地の中心部、その他、広域避難場所や

災害地の避難路となる幹線道路沿いに指定される。 

準防火地域 防火地域に準ずる市街地の周辺部や比較的建物の密集度が高い地域で指定さ

れ、防火地域よりも穏やかな規制 

特定防災街

区整備地区 

老朽化した木造建築物が密集し、延焼防止や避難の機能（特定防災機能）が確

保されていない地域 

高度地区 用途地域内において市街地の環境を維持し、または土地利用の増進を図るた

め、建物の高さの最高限度または最低限度を定める地区 

建ぺい率 建築物の建築面積の敷地面積に対する割合 

容積率 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合 

出典：不動産取引実務研究会、宅建合格テキスト 2 法令上の制限、2018 年 3 月、㈱ビジネス教育出版社、加筆 
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表 1-6 環境保全関係法令 

関係法令 適用範囲等 

廃棄物の処理及び

清掃に関する法律 

廃棄物の埋立処分の用に供される場合 

大気汚染防止法 埋立作業及び廃棄物運搬車両の走行により粉じん等の影響が想定さ

れ、周辺地域に人家などが存在する場合 

水質汚濁防止法 最終処分場は法で定める「特定施設」ではないため、浸出水処理施

設からの放流水質は「排水基準を定める省令」で定められている水

質基準や上乗せ基準は適用されない。ただし、「廃棄物処理法」に

基づく基準省令による排水基準を満足する必要がある。 

騒音規制法 埋立作業時の機械稼働、浸出水処理施設の稼働及び廃棄物運搬車両

の走行により騒音が周辺地域の人家に影響する場合 

振動規制法 埋立作業時の機械稼働、浸出水処理施設の稼働及び廃棄物運搬車両

の走行により振動が周辺地域の人家に影響する場合 

悪臭防止法 埋立地や水処理設備から発生する悪臭が、周辺地域の人家に影響す

る場合 

下水道法 浸出水処理施設からの放流水を下水道に放流する場合 

ダイオキシン類対

策特別措置法 

焼却残渣（焼却灰及び集じん灰）を埋立処分する場合及び最終処分

場の維持管理においてダイオキシン類により大気、公共用水域、地

下水、土壌が汚染するおそれのある場合 

環境影響評価法 最終処分場であって、面積が 30ha を超える場合は、環境影響評価

が必要となる。面積が 25ha 以上 30ha 未満の場合は、環境影響評

価を行うかどうかを個別に判定する。 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版、p110 に加筆   

 

表 1-7 土地利用計画関係法令 

関係法令  該当地  適用範囲など  

都市計画法  市街化区域  既成市街地とおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的

に市街化を図る区域であり 1,000m2 以上の開発行為

は許可が必要である。  

用途地域  市街化区域および市街化調整区域に関する都市計画

が定められていない都市計画区域  

風致区域  都市の風致を維持するために必要な地区として市町

村が指定したもの  

文化財保護法  史跡､名勝､

天然記念物  

現状を変更または、保存に影響を及ぼす行為をしよう

とする場合には文化庁長官及び知事の許可が必要  

農業振興地域の整

備に関する法律  

農用地区域  一定の開発行為には知事の許可が必要  

生産緑地法  第 2 種生産

緑地地区  

一定の開発行為には市町村長の許可が必要  

  出典：日本下水道協会、下水道設計指針と解説、1994 年を一部変更  
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表 1-8 自然環境保全関係法令 

関係法令 該当地 適用範囲など 

自然公園法 国定公園 地域内の一定の行為については知事

の許可または届出が必要 

県立自然公園 国定公園に準ずる 

自然環境保全法 自然環境保全地域、郷土環

境保全地域、緑地環境保全

地域 

地域内の一定の行為については知事

の許可または届出が必要 

〇〇圏近郊緑地保

全法 

〇〇圏近郊緑地保全地域、

近郊緑地特別保全地域 

地域内の一定の行為については知事

の許可または届出が必要 

都市緑地保全法 緑地保全地域 地域内の一定の行為については知事

の許可または届出が必要 

森林法 国有林、民有林、保安林 地域内の一定の行為については農林

水産大臣による指定解除が必要 

鳥獣保護及狩猟ニ

関スル法律 

鳥獣保護区、特別保護区 地域内の一定の行為については環境

大臣及び知事の許可が必要 

農用地の土壌の汚

染に関する法律 

農用地土壌汚染対策地域 指定の解除については知事の許可が

必要 

  出典：日本下水道協会、下水道設計指針と解説、1994 年を一部変更  

 

表 1-9 防災関係法令 

関係法令 該当地 適用範囲など 

河川法 河川地域 一定の行為には河川管理者の許可が必要 

水源地域対策特別措置法 水源地域 一定の行為については内閣総理大臣の許

可が必要 

砂防法 砂防指定地 一定の行為については知事の許可が必要 

地すべり等防止法 地すべり防止地

域 

一定の行為については知事の許可が必要 

急傾斜地の崩壊による災

害の防止に関する法律 

急傾斜地崩壊危

険区域 

一定の行為については知事の許可が必要 

  出典：日本下水道協会、下水道設計指針と解説、1994 年を一部変更  
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４ 埋立作業 

1) 埋立作業手順 

【                               】 

2) 展開検査の有無･方法 

(1) 展開検査の有無【 あり ・ なし 】 

(2) 展開検査方法 

【                              】 

3) 埋立作業重機の種類･規格･台数 

(1) 重機の種類･規格･台数 

（記入例）【バックホウ】・【  0.45 】㎥・【  1 】台 

【ブルドーザ】・【  3  】  t・【 1 】台 

(2) 重機の待機場･埋立地への移動 

【                              】 

4) 埋立地の段階形状･最終形状、場内道路ルート設定 

(1) 段階形状  添付資料    図－【   】参照 

(2) 最終形状  添付資料    図－【   】参照 

(3) 埋立地の段階形状･最終形状造成、場内道路ルート設定の留意事項 

【                              】 

5) 埋立進行に伴う竪型･法面ガス抜き設備の延伸方法 

(1) 竪型ガス抜き設備 

【                              】 

(2) 法面ガス抜き設備 

【                              】 

 

【解 説】 

1) 埋立作業手順は、入場、受付、計量、搬入検査、埋立地進入、埋立物ダンピング、埋立

物確認、埋立、即日覆土、退場等の流れを記載する。 

2) 重機の待機場･埋立地の移動は、埋立作業していない時の重機の待機位置、埋立作業時

の重機の埋立地への移動方法･ルート等を記載する。 

4) 埋立地の段階形状は、埋立層の高さ進捗に応じた段階形状、最終形状及び各段階に応じ

た場内道路ルート設定について留意事項を記載する。 
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第４節 公害防止基準 

 排水に関する基準値 

1) 排水方式  【 無放流 ・ 下水道放流 ・河川等公共水域への放流 】 

2) 放流先の種類【普通河川〇〇〇川                    】 

3) 放流可能水量 【【   】㎥／時 ・ 特に制限はない 】 

4) 排水基準 

【                                   】 

5) 寒冷地及び塩害対策 

【                                 】 

 

【解 説】 

上記 2)～4)については無放流、下水道放流の場合は特に記載を要しない。 

寒冷地においては、凍結や融雪時の増水等により、処理効率の低下及び機能阻害等の影

響を受ける場合がある。そのため、同じような気象条件における既存処分場の経験的事例

を調査し、これを参考に立地条件に適した対策を行う必要がある。 

最終処分場を海岸近くに建設する場合、地下水の塩分及び風によって運ばれてくる塩分

による障害が生じやすくなるため、塩害を受ける地域においては、施設や設備の安定稼働

及び施設全体の寿命の確保のため、十分な塩害防止対策を行う必要がある。また、下水道

放流の場合は、廃止後も下水道に放流し続ける管理を続けなければならないので留意する

必要がある。 

 

 

２ 騒音に関する基準値 

敷地境界において下記の基準を満足するよう、適切な対策を施す。 

工事中は特定建設作業の規制値を満足すること。供用中は当該区域の環境保全条例

等に定める下記の規制値を満足することとする。 

表２ 騒音規制値 

 

【解 説】 

敷地境界における朝･昼･夕･夜の基準値について、関係法令や環境影響評価に基づき記

載。工事中と供用中の基準があれば各々記載する。 

騒音に関する基準値は、時間区分及び区域区分ごとに一定の範囲内で定められるため、

確認が必要である（表 1-10～11）。また、学校、保育所、病院･診療所、図書館、特別老人

昼間  
【8:00】～【19:00】  

朝【6：00】～【8:00】  
夕【19:00】  ～【22:00】

夜間  
【22:00】～【翌日 6:00】

工事中  【     】dB 以下  【  -  】dB 以下  【  -  】dB 以下  

供用中  【     】dB 以下  【     】dB 以下  【     】dB 以下  
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ホーム、認定こども園などの敷地の周囲おおむね 50m の区域内は 5dB 減じた値となる場

合がある。 

工事中は、特定建設作業に該当する作業もあるので、基準を確認すること。 

長期に渡って、建設用資材製造機械（コンクリートプラント、アスファルトプラント）

などを現場に設置する場合は、特定工場とみなされる場合もある。 

災害や緊急事態により特定作業を緊急に行う必要がある場合等はこの限りではない。 

 

表 1-10 特定工場等における規制基準の範囲 

区域 /時間  昼 間  朝・夕  夜 間  

第１種区域  45～50 デシベル  40～45 デシベル  40～45 デシベル  

第２種区域  50～60 デシベル  45～50 デシベル  40～50 デシベル  

第３種区域  60～65 デシベル  55～65 デシベル  50～55 デシベル  

第４種区域  65～70 デシベル  60～70 デシベル  55～65 デシベル  

出典：環境省、騒音規制法パンフレット  
第 1 種区域：良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域。  
第 2 種区域：住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域  
第 3 種区域：住居の用に合わせて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住

民の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域  
第 4 種区域：主として工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の生活環境を悪

化させないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある区域  

 

表 1-11 特定建設作業における騒音の大きさや作業時間 

規制の種類 /区域  第 1 号区域  第 2 号区域  

騒音の大きさ  敷地境界において 85 デシベルを超えないこと  

作業時間帯  
午後 7 時～午前 7 時に行われない

こと  

午後 10 時～午前 6 時に行われない

こと  

作業時間  
1 日あたり 10 時間以内  1 日あたり 14 時間以内  

連続 6 日以内  

作業日  日曜日、その他の休日でないこと  

出典：環境省、騒音規制法パンフレット  
※ただし、災害や緊急事態により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合等においては、この限

りではない。  
第 1 号区域：良好な住民の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域他  
第 2 号区域：指定地域のうちの第 1 号区域以外の区域  
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３ 振動に関する基準値 

敷地境界において下記の基準を満足するよう適切な対策を施す。工事中は特定建設

作業の規制値を満足すること。供用中は、供用中は当該区域の環境保全条例等に定める

下記の規制値を満足することとする。 

 

表３ 振動規制値 

昼間  
【5:00～8：00】  

～【19：00～22：00】  

夜間  
【19：00~22:00】  

～【翌日 5：00～8：00】  

工事中  【     】dB 以下  【     】dB 以下  

供用中  【     】dB 以下  【     】dB 以下  

出典：環境省、振動規制法パンフレット 

 

【解 説】 

敷地境界における朝･昼･夕･夜の基準値について、関係法令や環境影響評価に基づき記

載する。工事中と供用中の基準があれば各々記載する。 

振動に関する基準値は、時間の区分及び区域の区分ごとに定める基準の範囲内において

定められるため、確認が必要である（表 1-12～13）。また、学校、保育所、病院･診療所、

図書館、特別老人ホーム、認定こども園などの敷地の周囲概ね 50m の区域内は 5dB 減じ

た値となる場合がある。 

表 1-12 特定工場等における規制基準の範囲 

区域 /時間  昼 間  夜 間  

第 1 種区域  60～65 デシベル  55～60 デシベル  

第 2 種区域  65～70 デシベル  60～65 デシベル  

出典：環境省 振動規制法パンフレット 

第 1 種区域：良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住居の用に

供されているため、静穏の保持を必要とする区域  
第 2 種区域：住居の用に併せて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民

の生活環境を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域 

表 1-13 特定建設作業における振動の大きさや作業時間 

規制の種類 /区域  第 1 号区域  第 2 号区域  

振動の大きさ  敷地境界において 75 デシベルを超えないこと  

作業時間帯  午後 7 時～午前 7 時に行われないこと  午後 10 時～午前 6 時に行われないこと  

作業時間  
1 日あたり 10 時間以内  1 日あたり 14 時間以内  

連続 6 日以内  

作業日  日曜日、その他の休日でないこと  

出典：環境省、振動規制法パンフレット  
※ただし、災害や緊急事態により特定建設作業を緊急に行う必要がある場合等においては、この限

りではない。  
第 1 号区域：良好な住民の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域他  
第 2 号区域：指定地域のうちの第１号区域以外の区域  
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４ 悪臭に関する基準値 

最終処分場の敷地境界の地表において下記の基準を満足するよう、適切な対策を施

す。 

表４ 特定悪臭物質規制による敷地境界線での基準値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

悪臭防止法には、1 号規制（敷地境界）、2 号規制（排出口）及び 3 号規制（排出水）が

あるが、最終処分場においては通常、1 号規制である敷地境界のみが適用される。最終処

分場の敷地境界の地表において下記の基準を満足するよう、適切な対策を施す。 

悪臭に関しては、特定悪臭物質規制を用いる場合と、臭気指数規制を用いる場合がある。

市町村、政令指定都市レベルで異なるため確認する。 

 

 

  

項目 基準値 

特 

定 

悪 

臭 

物 

質 

アンモニア  

メチルメルカプタン  

硫化水素  

硫化メチル  

二硫化メチル  

トリメチルアミン  

アセトアルデヒド  

プロピオンアルデヒド  

ノルマルブチルアルデヒド  

イソブチルアルデヒド  

ノルマルバレルアルデヒド  

イソバレルアルデヒド  

イソブタノール  

酢酸エチル  

メチルイソブチルケトン  

トルエン  

スチレン  

キシレン  

プロピオン酸  

ノルマル酪酸  

ノルマル吉草酸  

イソ吉草酸  



16 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:長野県須坂市、悪臭防止法の規制地域と規制方法について    

図 1-2 特定悪臭物質規制と臭気指数規制 

 

表 1-14 特定悪臭物質規制による敷地境界での基準値の例 

項目  

基準値  

A 区域  
（B 区域・C 区域  

以外の区域）  

B 区域  
（農業振興区域）  

C 区域  
（工業地域・  

工業専用地域）  

特 
定 

悪 

臭 

物 

質 

アンモニア  1 1 2 

メチルメルカプタン  0.002 0.002 0.004 

硫化水素  0.02 0.02 0.06 

硫化メチル  0.01 0.01 0.05 

二硫化メチル  0.009 0.009 0.03 

トリメチルアミン  0.005 0.005 0.02 

アセトアルデヒド  0.05 0.05 0.1 

プロピオンアルデヒド  0.05 0.05 0.1 

ノルマルブチルアルデヒド  0.009 0.009 0.03 

イソブチルアルデヒド  0.02 0.02 0.07 

ノルマルバレルアルデヒド  0.009 0.009 0.02 

イソバレルアルデヒド  0.003 0.003 0.006 

イソブタノール  0.9 0.9 4 

酢酸エチル  3 3 7 

メチルイソブチルケトン  1 1 3 

トルエン  10 10 30 

スチレン  0.4 0.4 0.8 

キシレン  1 1 2 

プロピオン酸  0.03 0.07 0.07 

ノルマル酪酸  0.001 0.002 0.002 

ノルマル吉草酸  0.0009 0.002 0.002 

イソ吉草酸  0.001 0.004 0.004 

出典：埼玉県、悪臭防止法物質濃度規制 敷地境界線による規制基準 
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表 1-15 臭気指数規制による敷地境界線における基準値の例 

規制基準の区域区分  
基準値  

基準値 1 基準値 2 

A 区域（B、C 区域を除く区域）  臭気指数 15 臭気指数 15 

B 区域（農業振興地域）  臭気指数 18 臭気指数 21 

C 区域（工業地域・工業専用地域）  臭気指数 18 臭気指数 18 

出典：埼玉県 悪臭防止法（臭気指数規制）  

 

 

第５節 関係法令の遵守 

本工事の施工にあたっては、以下に示す関係法令及び基準、規格等を遵守し工事の円滑

な進捗を図るとともに、諸法令の適用運用は受注者の責任において行なければならない。

なお、年度を記載していない図書等は、最新版を適用する。 

 

【解 説】 

事業実施にあたって遵守すべき諸法令、基準、規格等を記載する。環境保全関係法令（廃

棄物の処理及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法等）、土地利用計画関係法令（文化財保

護法等）、自然環境保全関係法令（森林法等）、防災関係法令（河川法、砂防法等）、建築関

係法令（建築基準法、消防法等）、作業環境関係法令（労働安全衛生法等）、電気機械関係

規格（内線規定、日本工業規格等）、その他当局が定める条例等がある。 
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 関係法令等 

1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

2) 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定め

る省令 

3) 廃棄物最終処分場性能指針 

4) 環境基本法 

5) 水質汚濁防止法 

6) 大気汚染防止法 

7) 悪臭防止法 

8) 騒音規則法 

9) 振動規制法 

10) 土壌汚染対策法 

11) ダイオキシン類対策特別措置法 

12) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分場の維持 

13) 管理の基準を定める省令 

14) 【   】県公害防止条例 

15) 【   】県生活環境の保全に関する条例 

16) 河川法 

17) 森林法 

18) 砂防法 

19) 水道法 

20) 道路法 

21) 道路交通法 

22) 文化財保護法 

23) 都市計画法 

24) 景観法 

25) 電気用品安全法 

26) 電気設備に関する技術基準を定める省令 

27) 建築基準法 

28) 労働基準法 

29) 労働安全衛生法 

30) 作業環境測定法 

31) 建設業法 

32) 建築士法 

33) 消防法 

34) 下水道法 

35) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

36) エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

37) 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 
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38) その他諸法令、基準、規格等に関する諸条件 

 

２ 準拠規格等 

1) 廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 

2) 【   】県土木工事共通仕様書 

3) 【   】県土木工事施工管理基準 

4) 【   】県建設工事必携 

5) 【   】市土木工事標準（共通）仕様書 

6) 【   】市建築工事標準（共通）仕様書 

7) 【   】市設備工事標準（共通）仕様書 

8) 【   】市【   】工事標準（共通）仕様書  

9) 【   】市【   】材料仕様書  

10) 【   】市【   】材料検査実施基準 

11) 道路技術基準（国土交通省） 

12) 建築工事共通仕様書及び監理指針（国土交通省） 

13) 機械設備工事共通仕様書（国土交通省） 

14) 電気設備工事共通仕様書（国土交通省） 

15) 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「各工事共通仕様書」 

16) 土木学会コンクリート標準示方書 

17) 日本建築学会建築工事標準仕様書 

18) 電気規格調査会標準規格（JEC）  

19) 日本電気工業会標準規格（JEM) 

20) 日本電線工業会標準規格（JCS）  

21) 内線規定 

22) 電力会社供給約款及び同取扱細則 

23) 日本工業規格（JIS）  

24) 日本農林規格（JAS）  

25) 日本水道協会規格（JWWA） 

26) 日本下水道協会規格（JSWAS）  

27) 電気規格調査会標準規格（JEC）  

28) 日本電機工業会標準規格（JEM）  

29) 日本電線工業会規格（JCS）  

30) 日本照明器具工業会規格（JIL） 

31) 空気調和・衛生工学会規格（SHASE）  

32) 日本塗料工業会規格（JPMS）  

33) 建設工事に伴う騒音振動対策技術指針 

34) 環境影響評価条例 
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第６節 官公署等申請への協力 

受注者は、当局が行う官公署等への申請（交付金等を含む。）に必要な書類・資料等を

作成・提出する。手続きに際しては、あらかじめ当局に書類を提出し承諾を得る。 

設計・施工により変更が生じた場合は、必要に応じて変更図書を作成する。 

また、工事関係者に対しては、工事着工前及び工事中において、工事内容等必要な事項

について調整する。 

 

【解 説】 

必要な許認可申請等を下記に示す。 

表 1-16 必要な許認可申請等 

 許認可申請等  

1 循環型社会形成推進交付金申請、交付金実績報告、事業精算調書等  

2 一般廃棄物処理施設設置届  

3 森林法に基づく林地開発許可に係る事前協議  

4 森林法に基づく伐採届  

5 大規模土地利用に関する事前協議  

6 景観法（第 16 条）に基づく通知  

7 建築基準法（第 18 条）に基づく計画通知  

8 建築確認申請  

9 消防法による建築物の防火に関する同意  

10 省エネルギー法に基づく届出  

11 水道、電気、電話の引込みに係る協議  

12 給水装置工事申込書兼承諾書  

13 その他必要なもの  

 

 

第７節 生活環境影響調査等の遵守と環境対策 

 生活環境影響調査等の遵守 

受注者は事業期間中、本施設に関する【   】市における環境影響評価条例及び

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に係る生活環境影響調査を遵守する。また、当局

が実施する調査または受注者が自ら行う調査により環境に影響が見られた場合は、当

局と協議の上、対策を講じる。 

1) 調査地点【                】 

2) 調査時期【                】 

3) 調査手法【                】 

4) 評価基準【                】 
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２ 環境保全 

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、

昭和 62 年 3 月 30 日改正）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大

気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十

分に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。 

 

３ 苦情対応 

受注者は、環境への影響が予知されまたは発生した場合は、直ちに応急措置を講じ

監督職員に連絡しなければならない。また、第三者からの環境問題に関する苦情に対

しては、誠意をもってその対応にあたり、その交渉等の内容は、後日紛争とならない

よう文書で取り交わす等明確にしておくとともに、状況を随時監督職員に報告しなけ

ればならない。 

 

４ 注意義務 

受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損

害が生じた場合には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得

なかったか否かの判断をするための資料を監督職員に提出しなければならない。 

 

５ 排出ガス対策型建設機械 

受注者は、工事の施工にあたり一般工事用建設機械を使用する場合は、排出ガス対

策型建設機械を使用しなければならない。 

排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

６ 低騒音型・低振動型建設機械 

受注者は、工事の施工にあたり、建設工事に伴う騒音・振動対策として低騒音型建

設機械及び低振動型建設機械を使用しなければならない。 

低騒音型・低振動型建設機械を使用できない場合は、監督職員と協議するものとす

る。 

 

第８節 事故処理 

工事による事故が発生した場合は、速やかにその日時、場所、原因、状況、被害者氏

名、応急措置、その後の対応等について監督員に報告しなければならない。その事故が

受注者の責任に帰する場合は、その補償等全て受注者の負担とする。 
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【解 説】 

労働災害発生時対応フロー（例）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                       出典：厚生労働省 HP 

図 1-3 労働災害発生時対応フロー（例） 

もしもの時に備えて、以下の事項を整理しておく。 

・応急手当、介護のための設備、道具の置き場所（の確認） 

・消防・救急、警察署、労働基準監督署の連絡先、対応担当者 

・労働者の家族などの連絡先、労働基準監督署への届け出や労災保険給付申請の方

法など 

・その他、会社独自の報告方法・様式等 

 

第９節 工事関係資料 

監督員との協議内容、関係者との調整等必要な事項は工事日報、月報等とともに議事録

を作成し、監督員の確認を得る。 

受注者は、工事関係資料を他に公表または貸出する場合は、監督員の承諾を得る。 

 

第１０節 作業時間等 

作業時間は原則平日の【 8：00 】～【 17：00 】である。 

定められた時間以外に工事を行わなければならない場合は監督員と協議する。 

休日等で工事責任者が不在の場合は、緊急時の連絡体制を確保する。 

 

【解 説】 

作業時間等は当局と受注者とで協議する。また、周囲の環境も勘案して決定する。ワー

クライフバランスに配慮し、できるだけ土・日・祝日は休業となることが望ましい。 
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第１１節 現場の納まり等の関係による協議 

現場の納まり、取り合い等の関係で、設計図書によることが困難または不都合な場合は

監督員と協議のうえ施工する。 

 

第１２節 工事測量 

 一般事項 

受注者は、工事着手後直ちに測量を実施し、測量標（仮 BM）、工事用多角点の設置

及び用地境界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書

に示されている数値と差異を生じた場合は、監督職員に測量結果を速やかに提出し指

示を受けなければならない。 

なお、測量標（仮 BM）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督職

員の指示を受けなければならない。また受注者は、測量結果を監督職員に提出しなけれ

ばならない。 

 

 引照点等の設置 

受注者は、工事施工に必要な仮水準点、多角点、基線、法線、境界線の引照点等を設

置し、施工期間中適宜これらを確認し、変動や損傷のないよう努めければならない。変

動や損傷が生じた場合、監督職員に連絡し、速やかに水準測量、多角測量等を実施し、

仮の水準点、多角点、引照点等を復元しなければならない。 

 

 工事用測量標の取扱い 

受注者は、用地幅杭、測量標（仮 BM）、工事用多角点及び重要な工事用測量標を移

設してはならない。ただし、これを存置することが困難な場合は、監督職員の承諾を得

て移設することができる。また、用地幅杭が現存しない場合は、監督職員と協議しなけ

ればならない。 

なお、移設する場合は、隣接土地所有者との間に紛争等が生じないようにしなければ

ならない。 

 

 既存杭の保全 

受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭または障害となる杭の

設置換え、移設及び復元を含めて、当局の設置した既存杭の保全に対して責任を負わな

ければならない。 

 

 水準測量  

水準測量及び水深測量は、設計図書に定められている基準高あるいは工事用基準面を

基準として行うものとする。 
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第１３節 不可抗力による損害  

 工事災害の報告 

受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該被害が契約書の適用

を受けると思われる場合には、直ちに工事災害通知書を監督職員を通じて当局に通知

しなければならない。 

 

２ 設計図書で定めた基準 

契約書に規定する「設計図書で基準を定めたもの以上」とは、以下の各号に掲げる

ものをいう。 

 波浪、高潮に起因する場合 

波浪、高潮が想定している設計条件以上または周辺状況から判断してそれ

と同等以上と認められる場合 

2) 降雨に起因する場合 

以下のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

(2) 1 時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上 

(3) 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。）が 150mm 以上 

(4) その他設計図書で定めた基準以上 

3) 強風に起因する場合 

最大風速（10 分間の平均風速で最大のものをいう。）が 15m/秒以上あった

場合  

4) 河川沿いの施設にあたっては、河川のはん濫注意水位以上、またはそれに準じる

水による場合 

5) 地震、津波、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたっ

て他の一般物件にも被害を及ぼしたと認められる場合 

6) その他 

契約書に規定する「受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの」

とは、設計図書及び契約書第 26 条に規定する予防措置を行ったと認められないも

の及び災害の一因が施工不良等受注者の責によるとされるものをいう。 
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第１４節 特許権等 

 一般事項 

受注者は、特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨明示が無く、

その使用に関した費用負担を契約書に基づき当局に求める場合、権利を有する第三者と

使用条件の交渉を行う前に、監督職員と協議しなければならない。 

 

２ 保全措置 

受注者は、業務の遂行により発明または考案したときは、これを保全するために必要

な措置を講じ、出願及び権利の帰属等については、当局と協議しなければならない。 

 

３ 著作権法に規定される著作物 

当局が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 28 年 5 月 27 日改正  法律第

51 号第 2 条第 1 項第 1 号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作

権は当局に帰属するものとする。 

なお、前項の規定により出願及び権利等が当局に帰属する著作物については、当局は

これを自由に加除または編集して利用することができる。 

 

第１５節 保険の付保及び事故の補償 

 一般事項 

受注者は、残存爆発物があると予測される区域で工事に従事する作業船及びその乗組

員並びに陸上建設機械等及びその作業員に、設計図書に定める水雷保険、傷害保険及び

動産総合保険を付保しなければならない。 

 

２ 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の規

定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入

しなければならない。 

 

３ 補 償 

受注者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対し

て責任をもって適正な補償をしなければならない。 

 

４ 掛金収納書の提出 

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書

（当局用）を工事請負契約締結後原則 1 か月以内に、当局に提出しなければならない。 
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第１６節 臨機の措置 

 一般事項 

受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければ

ならない。また、受注者は、措置をとった場合には、その内容を直ちに監督職員に通知

しなければならない。 

 

２ 天災等 

監督職員は、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、地すべり、落盤、火災、騒乱、

暴動その他自然的または人為的事象（以下「天災等」という。）に伴い、工事目的物の品

質・出来形の確保及び工期の遵守に重大な影響があると認められるときは、受注者に対

して臨機の措置をとることを請求することができる。 
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第２章 施工に関する要件 

 基本的事項 

 

【解 説】 

本仕様書は、図面発注による工事を前提としている。 

 

 基本方針 

【                        】 

 

【解 説】 

本仕様書は、図面発注による工事を前提としているため、当該設計で基本方針とした事

項について記載する。 

－記載例－ 

受注者は、以下に示す本施設の施設整備方針を十分に理解した上で、本工事に取り組む。 

・安全で安心な施設 

施設利用・安定化・廃止までの長期間にわたり、安全・安心を得られる施設とする

ため、最新で信頼性の高い施設構造とする。 

・自然環境、景観との調和 

周辺の優れた自然環境、景観を維持するため、調和の取れた外観、施設配置とし、

開発面積は必要最小限とする。 

・快適な生活環境の保全 

周辺の快適な生活環境を保全する施設とする。 

 

 

２ 設計図書 

本施設の施工にあたっては、次に図書に基づき行う。 

【                】 

【                】 

【                】 

【                】 

 

【解 説】 

－記載例－ 

本施設の施工にあたっては、次に図書に基づき行う。 

1) 本発注仕様書 

2) 本工事の図面発注における設計書、数量計算書、構造計算書、設計図面等 
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３ 適用範囲 

本工事は、【   】市土木工事標準（共通）仕様書）、【   】市建築工事標準

（共通）仕様書、【   】市設備工事標準（共通）仕様書、【   】市【   】

工事標準（共通）仕様書等に従い施工するが、本仕様書記載事項については、上記標準

仕様書等に優先する。 

 

【解 説】 

各自治体等に上記以外に適用できる仕様書等があればそれらを記載する。また、各自治

体において上記仕様書がない場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事

共通仕様書（建築工事編）」、「同（電気設備工事編）」、「同（機械設備工事編）」を

適用するものとする。 

 

 

４ 委託または下請け 

受注者は、工事の全部または大部分を第三者に委託、または請け負わせてはならない。

各種施工種別ごとの下請業者については、受注者の責任において選定するものとするが、

選定した業者の経歴及び施工能力等を当局に提出し、承諾を得なければならない。 

 

５ 疑 義 

本仕様書について、工事施工中に不備や疑義が生じた場合は、当局及び受注者で十分

協議の上、遺漏のないよう工事を行うものとする。 

なお、上記協議結果については、文書として保管すること。 

 

６ 材料及び機器 

1) 工事用材料及び機器 

本工事で使用する材料及び機器の仕様は、全てそれぞれの用途に適合する欠点の

ないもので、原則として新品とする。 

本工事で使用する材料及び機器の規格は別に定める【   】市【   】材料

仕様書によるもののほか、日本工業規格(JIS)、日本農林規格(JAS)、日本水道協会

規格(JWWA)、電気規格調査会規格(JEC)、日本電気工業会規格(JEM)等の規格が

定められている場合は、これらの規格品を使用する。 

使用機材は、あらかじめ試験成績証明書、製品証明書及び見本品等を提出し、監

督員の承諾を得る。 

2) 材料及び機器の製作 

材料及び機器の製作については、あらかじめ製作図等を作成し、監督員の承諾を

得る。 

3) 支給材 

【                】 

【                】 
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【                】 

【                】 

4) 材料検査及び試験 

工事用機材の検査及び試験は、別に定める【   】市【   】材料検査実

施基準によるもののほか下記による。 

5) 立会検査及び試験 

指定された機材の検査及び試験は、原則として監督員の立会いのもとで行う。た

だし、監督員が認めた場合は、受注者が提示する検査（試験）成績証明書によるこ

とができる。 

6) 検査及び試験の方法 

検査及び試験は、あらかじめ監督員の承諾を得た検査（試験）要領書に基づき行

う。 

7) 検査及び試験の省略 

公的機関またはこれに準じる機関の発行した証明書等で機材の成績が確認でき

る場合は立会検査及び試験を省略することができる。 

8) 経費の負担 

材料検査及び試験の手続きは受注者が行い、これに要する費用は受注者の負担

とする。 

 

【解 説】 

1) 各自治体等で定める材料仕様書がない場合は具体的に記述する。 

2) 使用機材は、別に定める「機材指定製作者一覧」などがある場合はこれによる。 

3) 支給材等がある場合は具体的に記述する。 

4) 各自治体等で定める材料検査実施基準がない場合は具体的に記述する。 

 

 

７ 費用の分担 

材料及び工事の検査､諸手続きに必要な費用等､工事引渡しまでに要する経費は

全て受注者の負担とする。  

 

【解 説】 

必要経費の分担について、当局、受注者のいずれが負担するものであるか、また、

いずれの時期まで負担するものであるか等、具体的に記述する。 

 

 

８ 現場代理人及び主任技術者（または監理技術者） 

受注者は契約確定後速やかに現場代理人及び主任技術者（または監理技術者）を定め、

その他主要な従事者または作業者の経歴書及び職務分担表を添えて届け出る。主任技
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術者（または監理技術者）は埋立地施設に関する技術経験者とし、当局と緊密な連絡を

とり、施設の機能に関する全ての事項を処理する。 

現場代理人及び主任技術者（または監理技術者）の資格は、原則として以下のいず

れかを有する者とする。 

 現場代理人 

【技術士（総合技術監理部門(衛生工学-廃棄物・資源循環や建設部門-建設環

境)、または衛生工学部門(廃棄物・資源循環）や建設部門(建設環境)】 

【1 級土木施工管理技士】 

【最終処分場機能検査者】 

2) 主任技術者（または監理技術者） 

【技術士（総合技術監理部門(衛生工学-廃棄物・資源循環や建設部門-建設環

境)、または衛生工学部門(廃棄物・資源循環）や建設部門(建設環境)】 

【1 級土木施工管理技士】 

【最終処分場機能検査者】 

3) 第三者機関による検査者 

【最終処分場機能検査者】 

【          】 

 

【解 説】 

有効な資格として、1 級土木施工管理技士や技術士（衛生工学部門、建設部門）がある。

また、維持管理やトラブル事例に通じた人材を配置することは、より良好な最終処分場を

実現するためにも重要である。このような人材資格としては、特定非営利法人最終処分場

技術システム研究協会の最終処分場機能検査者がある。 

遮水シートの施工には、例えば、日本遮水工協会の施工管理技術者、施工技能者等の資

格を記載することが考えられる。 

なお、設計・施工が問題ないものであることを確認するため、特定非営利法人最終処分

場技術システム研究協会など、信頼のおける第三者機関の検査を実施することが望ましい。 

 

９ 事前調査 

契約締結後に現地の地質調査・測量等事前調査を実施する場合は、受注者が実施内容

を記述した計画書を作成し、監督員の承諾を得る。 

 

１０ 操作指導 

1) 受注者は、本施設に配置される職員に対し、施設の円滑な操業に必要な機器の操

作、管理及び取扱いについて、教育指導計画書に基づき、必要な教育と指導を行

う。なお、教育指導計画書等はあらかじめ受注者が作成し、当局の承諾を受ける

ものとする。 

2) 操作指導期間は、工事期間内に行うことを原則とするが、この期間以外であって

も教育指導を行う必要が生じた場合、または教育指導を行うことがより効果が上
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がると受注者が判断した場合には、当局と受注者の協議のうえ実施することがで

きる。 

操作指導のための当局職員に対する研修費用は、受注者の負担とする。なお、

操作指導の日数は【 7 】日間程度とする。 

 

 

【解 説】 

操作指導は浸出水処理施設以外の揚水ポンプ等機器や漏水検知システム等を対象とし

て記述する。 

機能上の問題点はないか、維持管理上の不具合はないかなどを確認し、当局に円滑に引

き渡し、運転開始に伴う維持管理体制を確立するための準備・研修の場とするものである

ので、操作指導の実施に係る諸事項をまとめた実施要領書、補修実施要領書及び教育指導

計画書を作成する必要がある。実施要領書には、工程表、体制、試運転方法、測定項目、

各種チェック一覧表等を記載する。教育指導計画書には、研修日程、運転方法説明、取扱

説明等を記載する。 

 

 

１１ 契約内容に適合しない場合 

土木建築工事関係の契約内容不適合時の担保期間は原則として引渡し後【 2 】年間

とする。当局と受注者が協議の上、別に定める消耗品についてはこの限りでない。 

また、防水工事等については「建築工事共通仕様書（最新版）」を基本とし、保証年

数を明記した保証書を提出すること。 

1) 契約内容不適合担保 

本施設の建設工事は、図面発注であり、受注者は施工の内容が契約内容に適合し

ない場合に担保する責任を負う。不適合内容の改善等に関しては、契約内容不適合

担保期間を定め、この期間内に性能、機能等に関して疑義が生じた場合、当局は受

注者に対し不適合内容の改善を要求できる。ただし、当局の誤操作、天災などの不

測の事故に起因する場合はこの限りでない。 

なお、ここで示す契約内容不適合担保は、初期保証に対する責任のことを指し、

当初条件の変動に起因するものは含まないものとする。 

2) 契約不適合内容検査 

当局は施設の性能、機能等に疑義が生じた場合は、受注者に対し契約不適合内容

検査を行わせることができるものとする。受注者は当局と協議したうえで、契約不

適合内容検査を実施しその結果を報告する。契約不適合内容検査を第三者機関に委

託することも可能である。契約不適合内容検査にかかる費用は受注者の負担とする。

契約不適合内容検査による適合・不適合の判定は、契約不適合内容確認要領書によ

り行うものとする。本検査で契約不適合と認められる部分については受注者の責任

において改善、補修する。 
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3) 契約不適合内容確認の基準 

契約不適合内容確認の基本的な考え方は以下のとおりとする。 

(1) 運転上支障がある事態が発生した場合 

(2) 受注者の責任による構造上・施工上の欠陥が発見された場合 

(3) 主要部分に亀裂、破損、脱落、曲がり等が発生し、著しく機能が損われた場合 

(4) 性能保証事項の性能未達が認められた場合 

4) 契約不適合内容の改善 

(1) 契約内容不適合担保 

上記契約内容不適合担保期間中に生じた契約不適合内容は、当局が指定する

時期に受注者が無償で改善・補修する。改善・補修にあたっては、改善・補修

要領書を当局に提出し、承諾を受ける。 

(2) 契約内容不適合判定に要する経費 

契約内容不適合担保期間中の契約不適合内容判定に要する経費は受注者の負

担とする。 

 

【解 説】 

民法改正（2020 年 4 月施行）により、「隠れた瑕疵」という用語は、「契約の内容に適合

しないもの」と変更されることとなった。したがって、ここでは、瑕疵は「契約内容不適

合」と、瑕疵の内容は「契約不適合内容」ということとした。 

第三者機関の一例として、特定非営利活動法人最終処分場技術システム研究協会（略称：

NPO・LSA）などの最終処分場機能検査者を有する登録検査団体がある。 

 

 

１２ 提出図書 

1) 施工申請図書 

受注者は、実施設計図書に基づき工事を行うものとする。工事施工に際して

は、事前に申請図書により当局の承諾を得てから着工するものとする。工事着

工前に、体制表、工程表、施工要領、材料・仕様、品質管理、安全管理、写真

記録、検査・試験計画等を記載した施工計画書を当局に提出するものとする。 

・施工計画書・・・・・【 3 】部 

2) 実績報告書 

受注者は、各年度工事完了後に、以下の実績報告書を当局に提出する。 

・出来高図・・・・・見開き A1 版製本：【 3 】部 

見開き A3 版製本：【 3 】部 

電子ファイル    ：1 式 

（工種別土木、建築（本体、電気、設備）、 

プラント（機械、電気）） 

・出来高数量・・・・・・・・・・・・【 3 】部 

・検査及び試験成績書・・・・・・・・【 3 】部 
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・品質管理記録・・・・・・・・・・・【 3 】部 

・工事記録写真・・・・・・・・・・・【 3 】部 

・その他指示する図書 

 

１３ 検 査 

1) 監督員による検査（確認を含む） 

受注者は、工事着工までに監督員が行う検査計画書を当局に提出し、承諾を受け

なければならない。 

当局は、提出された検査計画書を承諾するに当たり、適宜指摘を行うことができ

る。 

受注者は、当局からの指摘がある場合、当該指摘を充分に踏まえて検査計画書の

補足、修正または変更を行うものとし、補足、修正または変更を経た検査計画書に

つき、改めて当局の承諾を受けなければならない。 

検査計画書に定められる検査の項目は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

受注者は、各検査の結果が検査計画書に示す基準に達しなかったとき、またはそ

の他欠陥が発見されたときは、基準に達していない事項または欠陥に関する事項を

当局に報告するものとし、基準に達していない事項または欠陥に関する事項につい

て、基準に達し欠陥が修復されるまで、補修工事その他必要な追加工事を自己の負

担において行うものとする。 

2) 検査員による検査 

当局は、検査を行う者として、検査員を定める。 

検査員は、次の検査等を行うものとする。 

 

工事が完了し、受注者から工事履行届の提出があったときに行うものであり、

工事の完成を確認するための検査 

 

工事出来形査定願書が提出され、工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある

場合において、工事の出来形部分等を確認するための検査 

契約解除に伴う出来形部分等に対して行う検査 

 

工事目的物の引渡し前に使用しようとするときに、当該部分を確認するための検

査 

 

適正かつ円滑な工事施工に資するために、工事途中において行う検査 
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適正かつ円滑な工事施工に資するために、必要に応じ工事現場を視察し、施工体

制の確認などをするための点検 

前項の検査は、各通知を受けた日から 14 日以内に受注者の立会いの上、設計図

書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、当該検査の

結果を通知する。 

検査員が行う出来形検査等において、既成部分の完成を確認した場合においても、

当局が当該既成部分の引渡しを受けるものと解してはならず、本施設の全部の引渡

しが完了するまでの保管は全て受注者の責任とする。 

検査員は、竣工検査、出来形検査、部分使用検査、中間技術検査及び工事点検

のほかに、この契約の適正な履行を確保するために必要であれば、本施設の建設

工事の中途においても随時検査を行うことができる。 

 

【解 説】 

材料検査の内容については、本節 7 の 4)「材料検査及び試験」を参照のこと 

施工の内容については、後述の各工事の項目を参照する。 

 

 

１４ 引渡し 

工事竣工後、本施設を引渡しするものとする。 

工事竣工とは、建設工事を全て完了後、完工確認により、所定の性能及び機能を確認

し、当局の合格確認が得られた時点とする。 

 

１５ 保 証 

 保証期間 

本施設の保証期間は、引渡し後【 3 】年間とする。なお、保証期間中に生じ

た破損及び故障等により、本仕様書に示す性能・機能を満たすことができない事態

が生じた場合には、受注者の負担にて速やかに改善しなければならない。ただし、

当局の誤操作、天災などの不測の事故に起因する場合はこの限りでない。 

引渡し後の通常運転における消耗部品・予備品の交換・点検作業については、当

局の負担とする。 

引渡し後の保証期間中、施設及び設備全般について当局の立会いの上、年 1 回

（保証期間中に【  】回）の総合的な点検を実施する。点検の結果、工事不良ま

たはこれに準ずる理由により生じたと認められる損傷等は、当局の指示により受

注者の責任において補修、改造もしくは取替えを実施する。 

2) 性能保証事項 

(1) 貯留機能 

(2) 地下水集排水機能 

(3) 遮水機能 

(4) 雨水集排水機能 
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(5) 浸出水集排水機能 

(6) ガス抜き機能 

(7) 浸出水処理機能 

(8) 被覆機能 

 

 

【解 説】 

性能保証事項の具体的な確認方法の例については、「廃棄物最終処分場使用前検査マニ

ュアル（財団法人廃棄物研究財団）」に示す検査確認事項、検査チェックリスト等を参考に

できる。 

 

表 2-1 最終処分場の場所・位置チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

敷地境界 図面と境界との確認   〇 ◎ 

施設全体配置（主要構造

物の位置を含む） 

最終処分場構成施設の場所・位置確認   〇 ◎ 

設計変更の確認 
設計条件内容・仕様の変更に伴う設計

変更の有無の確認 
  〇 ◎ 

浸出水処理水の放流点 図面と現地で確認する   ◎ ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P10 
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表 2-2 搬入管理設備チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共 通 

設計条件の確認 設計条件・仕様の確認   〇 ◎ 

設計内容の確認 

①管理棟の室・設備の構成と規模の確認 

②トラックスケール秤量・検査方法の確

認 

③洗車排水処理方法、動線確認 

  〇 

〇 

〇 

◎ 

〇 

〇 

設計変更の確認 
設計条件内容・仕様の変更に伴う設計変

更の有無の確認 

 〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

の整合 

①管理棟に関する関係法令・基準との整

合性を確認 

②計量設備に関する関係法令・基準との

整合性を確認 

③洗車設備に関する関係法令・基準との

整合性を確認 

   ◎ 

 

◎ 

 

◎ 

管理棟 

意匠・構造及び 

設備 

 

①建築確認申請を実施をしているか確認 

②中間検査合格の確認 

③完了検査合格の確認 

④消防用設備設置届の実施確認 

⑤浄化槽設置届の実施確認 

  

〇 

 〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

計 量 

設 備 

許可申請図書等

との整合性 

①許可申請図書、設計図書等との整合性

の確認 

②設置申請時より仕様変更した項目があ

るのかを確認 

  〇 

 

〇 

◎ 

 

◎ 

処理性能の確認 秤量能力の確認   〇 〇 

洗 車 

設 備 

許可申請図書等

との整合性 

①許可申請図書、設計図書等との整合性

の確認 

②設置申請時より仕様変更した項目があ

るのかを確認 

  〇 

 

〇 

◎ 

 

◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P11 
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表 2-3 貯留構造物チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共通 

設計内容の確認     ◎ 

設計変更の有無   〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

の整合性 

    ◎ 

コンク

リート

ダム 

コンク

リート

擁壁 

基礎地盤 
地質構造、強度、透水性、断層などの弱

層 

   〇 

躯 体 

形式、形状    〇 

安定計算、構造計算（準拠した基準、設

計値、安全率） 

   〇 

コンクリート仕様    〇 

ジョイント部の処理    〇 

水平打継目の処理    〇 

特殊な対策    〇 

付帯構造物 

遮水工との取合い    〇 

浸出水集排水設備、取水設備との取合い    〇 

その他構造物との取合い    〇 

土堰堤

掘り込

み 

 

基礎地盤 
地質構造、強度、透水性、断層などの弱

層 

   〇 

躯 体 

形式、形状   〇 〇 

安定計算、構造計算（準拠した基準、設

計値、安全率） 

   〇 

盛土材料、締固め仕様（締固め密度、含

水比） 

   〇 

法面仕上げ    〇 

特殊な対策    〇 

付帯構造物 

遮水工との取合い    〇 

浸出水集排水設備、取水設備との取合い    〇 

その他構造物との取合い    〇 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P14 
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表 2-4 表面遮水工チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検

書
類
検
査 

現
地
確
認
検

書
類
検
査 

共  通 

設計内容の 

確認 

立地条件 

・地盤の勾配の確認 

・地盤の強度（地耐力、斜面安定等）の確認 

・地下水位の確認 

・地盤の透水係数 

・地盤の凸凹 

   ◎ 

選定理由 

・遮水工タイプの選定理由 

   ◎ 

設計変更の 

有無 

設置申請時より仕様変更した項目がある

かどうかを確認 

 〇 〇 ◎ 

関係法令・基

準の整合性 

共同命令との整合性    ◎ 

下  地 

地  盤 
基本条件 

①平坦性の状況把握・処置を確認 

②支持力、沈下の状況把握・処置を確認 

③湧水、ガス発生の状況把握・処置を確認 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

 ◎ 

◎ 

〇 

土  質 

遮  水 

使用材料 
①土質材料は規格に適合しているか確認 

②安定材の選定は適切か確認 

 〇 

〇 

 ◎ 

◎ 

室内配合試験 

①目標透水係数は確保しているか確認 

②最適配合となっているか確認 

 施工管理基準値（含水比範囲、乾燥密度

範囲）を確認 

 〇 

〇 

〇 

  

 

 

試験施工 

①試験施工の要否の確認 

②試験施工方法（試験施工ヤード、試験施

工項目、試験方法）の確認 

③試験結果（混合方法、転圧方法、RI 計

器のｷｬﾘﾌﾞﾚｰｼｮﾝ）の確認 

 〇 

〇 

 

〇 

  

 

 

〇 

本施工 

①巻きだし方法（使用機械、厚さ） 

②締固め方法（仕上げ層の数、締固め機械、

転圧方法、遮水性管理の方法） 

③養生方法 

④施工目地処理 

⑤コンクリート構造物、配管貫通部等の取

合い箇所におけるシール処理 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

 ◎ 

◎ 

 

◎ 

◎ 

◎ 

 

遮水性能確認 ①厚さ、透水係数が確保されているか確認 〇 ◎ 〇 ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P15 
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表 2-5 シート遮水チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

シート

遮水 

材 料 
厚み、透水係数、基本特性、耐久性、安全

性に係る特性の確認 
 〇  ◎ 

構 造 

共同命令の粘土層+遮水シート 

アスファルトコンクリート+遮水シート 

二重遮水シートの確認 

 〇  ◎ 

施 工 

①下地地盤 

適切な下地地盤の確認 
〇 ◎  ◎ 

②保護マット 

 重ね代、接合状態、シワの状態の確認 
 〇  ◎ 

③遮光性（保護用）マット 

 重ね代、接合状態、シワの状態、破損の

有無の確認 

 
〇 

 
 

◎ 

 

④遮水シート 

 種類、品質、施工外観、接合部の品質確

認 

 
〇 

 
 

◎ 

 

⑤構造物及び固定工 

 固定工形状および接合部の水密性の確

認 

 
〇 

 
 

◎ 

 

遮水性能確認 

各構造の遮水性能モニタリングの確認 

・粘土層+遮水シート 

・アスファルトコンクリート+遮水シート 

・二重遮水シート 

〇 ◎ 〇 

◎ 

 

 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P17 
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表 2-6 アスファルト遮水工チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

アスフ

ァルト

遮水 

使用材料 

基盤工（既設地盤の土質） 

支持層（砕石） 

アスファルト遮水層 

（アスファルト、アスファルト混合物） 

 〇  ◎ 

構造・施工 

基盤工 

①既設地盤の土質分析 

②設計 CBR 
③プルーフローリングによる支持力の確認 

④締固め密度 

⑤基準高 

 

 

 

〇 

〇 

〇 

 

 

 

〇 

〇 

〇 

  

◎ 

◎ 

 

◎ 

◎ 

支持層工 

①支持力 

②締固め密度 

③基準高 

④厚さ 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

  

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

アスファルト遮水層 

①混合温度 

②アスファルト量及び粒度 

③施工温度 

④密度 

 

 

〇 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

  

◎ 

◎ 

◎ 

◎ 

遮水性能確認 ①透水係数、厚さ 〇 ◎ 〇 ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P18 
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表 2-7 鉛直遮水工チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共 通 

設計内容の 

確認 

①不透水層の土質分類/分布(深さ、位置

等)において、基準省令に準拠した地層か

どうかの確認（厚さ 5m 以上、透水係数

が 1×10-5cm/sec 以下もしくはルジオン

値が 1 以下） 

〇 ◎  ◎ 

②地下水の賦存状況、季節変動    〇 

③遮水工のタイプ(表面遮水工・鉛直遮水

工)の選定理由 

   〇 

④鉛直遮水工のタイプ(薬液注入固化、地

中壁、鋼矢板、その他)の選定理由 

   〇 

設計変更の 

有無 

①設置申請時より仕様変更した項目があ

るかを確認 

 〇 〇 ◎ 

関係法令・基

準との整合性 

    ◎ 

薬液注

入 固 化 

使用材料 ①材料の安全性の確認 〇 〇  ◎ 

施  工 ①施工手順、注入機械の確認  〇   

透水性能確認 ①壁の厚さ、透水係数、根入れ長 〇 ◎  ◎ 

地 中 壁 

使用材料 材料の安全性の確認 〇 〇  ◎ 

施  工 
①施工手順、施工機械の確認  〇   

②泥土・排土処理の確認（産廃処理等）  〇   

遮水性能確認 
①壁の厚さ、透水係数、根入れ長 〇 ◎  ◎ 

②強度の確認（設計強度）    〇 

鋼 矢 板 

使用材料 ①材料の安全性の確認  〇   

施  工 
①施工手順、施工機械の確認  〇   

②鋼矢板の建込み精度（垂直性）の確認  〇   

遮水性能確認 ①接合部の処理、根入れ長の確認 〇 ◎  ◎ 

そ の 他

（ 鉛 直

シート） 

使用材料 ①材料の安全性の確認  〇  ◎ 

施   工 ①施工手順、施工機械の確認  〇   

遮水性能確認 ①接合部の処理、根入れ長の確認 〇 ◎  ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P20 
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表 2-8 地下水集排水設備チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共 通 
設計条件の確認 設計条件・仕様確認   〇 ◎ 

設計変更の確認 設計変更の有無の確認  〇 〇 ◎ 

他の施設との関連 
①雨水排水施設との接続 
②浸出水集排水施設とのとり合い 
③モニタリング施設としての利用 

 〇 
〇 
 

 〇 
〇 
〇 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P21 

表 2-9 浸出水集排水設備チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共 通 

設計条件の確認 
①設計対象浸出水量 
②断面決定根拠 
③被覆材 

  〇 
〇 
〇 

◎ 
◎ 
◎ 

設計変更の確認 設計変更の有無の確認  〇 〇 ◎ 

構  造 

①集水管材質、強度 
②被覆材天端部の遮水工保護土との距離
の確保 
③被覆材材質、寸法 

   ◎ 
〇 
 
◎ 

接続桝等 

①形状、寸法 
②立渠として使用の場合の延長工事 
③地下水集水管から切り替える構造の場
合、地下水集水管部閉鎖の構造 

   
 
〇 
 

◎ 
 
◎ 

その他 遮水工集水ピットとの貫通部  〇 〇  

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P22 

表 2-10 埋立ガス処理施設チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共 通 
設計条件の確認 構造、材質   〇 ◎ 

設計変更の確認 設計変更の有無  〇 〇 ◎ 

法面ガス抜施設 
①遮水工との接続 
②段階施工 

   〇 
〇 

立渠タイプ 
①浸出水集排水施設とのとり合い 
②段階施工 

   〇 
〇 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P25 
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表 2-11 道路チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

一 般 

設計内容の確認 交通量、道路規格    ◎ 

設計変更の有無   〇  ◎ 

関係法令・基準

との整合性 

    ◎ 

道  路 

本  体 

材   料 

路床 

 土質性状 

   〇 

路盤 

 材料の仕様 

   〇 

舗装 

 材料の仕様 

   〇 

構   造 

路床 

①支持力 

②地下水の状況 

③凍上性の確認 

   〇 

路盤・舗装 

①路盤の支持力 

②構造計算 

③配合設計 

   〇 

安全施設 

①仕様 

   〇 

出来形・品質 

確認 

全般の確認    ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P26 

 

表 2-12 モニタリング施設チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

共   通 

設計条件の 

確認 

構造、材質   〇 ◎ 

設計変更の 

確認 

設計変更の有無  〇 〇 ◎ 

構   造  
①モニタリング方法、構造 

②モニタリング施設の位置 

   ◎ 

◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P27 
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表 2-13 防災設備チェックリスト 

検査項目 内容 

使用前検査 

施工中 施工後 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

現
地
確
認
検
査 

書
類
検
査 

雨水排

水施設 

設計内容の確認 設置位置、形式、排水能力    ◎ 

設計変更の確認   〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

との整合性 

 

 

   ◎ 

施工 排水路断面図、排水勾配、材質   〇 ◎ 

防災調

整池 

設計内容の確認 設置位置、形式、調整池要領    ◎ 

設計変更の確認   〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

との整合性 

    ◎ 

施   工 
堰堤、法面保護工、洪水吐き 

取水設備、他 

  〇 ◎ 

法面保

護工 

設計内容の確認 設置位置、形式    ◎ 

設計変更の確認   〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

との整合性 

    ◎ 

施   工    〇 ◎ 

防  火 

施  設 

設計内容の確認 形  式    ◎ 

設計変更の確認   〇 〇 ◎ 

関係法令・基準

との整合性 

    ◎ 

施   工 ガス抜き設備、覆土、消火器、防火用水   〇 ◎ 

出典：財団法人廃棄物研究財団、廃棄物最終処分場使用前検査マニュアル、P28 
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 設計内容の確認事項 

受注者は施工に先立って、以下に示す設計内容を確認する。 

 施設の工事、運営を考慮した施設配置計画となっているか。 

2) 工事車両の搬入・搬出の安全性に配慮した動線計画、施設配置計画となっている

か。 

3) 搬入車、埋立作業重機の安全性に配慮した動線計画、施設配置計画となっている

か。 

4) 周辺道路との接道、給排水・電気等のライフラインとの接続位置に留意した施設

配置計画となっているか。 

5) 各埋立区画へ車両が進入でき、維持管理が容易な車両動線となっているか。 

6) 作業員の安全性・利便性に配慮した作業動線が確保できる施設配置となっている

か。 

7) 雨水と浸出水の処理区分を明確に分けることができる施設配置となっているか。 

8) 各施設間の機能性に配慮した管理動線が確保できる施設配置となっているか。 

9) 見学者などに対して、安全に誘導できる見学者動線が確保できる施設配置となっ

ているか。 

10) 建設地の自然条件（地形・地質、気象等）を踏まえた施設配置計画となっている

か。 

11) 建設地の形状、周辺の土地利用状況を踏まえ、それらの状況を良好に活用した施

設配置となっているか。 

12) 地質状況を考慮した施設配置となっているか。 

13) 雨水等を速やかに排水できる施設配置となっているか。 

14) 周辺との調和に配慮した施設配置計画となっているか。 

15) 建設地の形状や周辺の土地利用を十分に踏まえ、最終処分場として周辺環境と調

和した施設配置ならびに植栽となっているか。 

16) 周辺住宅地、主要道路等からの景観を確保する施設配置、景観に配慮した門扉、

意匠（フェンス）となっているか。 
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【解 説】 

 最終処分場の施設配置例を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：樋口壯太郎、最終処分場の計画と建設-構想から許可取得まで-、㈱日報、p90(一部修正加筆) 

図 2-1 全体配置計画事例 

 

 

 施工に関する特記事項 

1) 作業日は、原則として土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始を除いた日とし、作業

時間は、原則として、【 8:00 】～【 17:00 】までとする。緊急作業、中断

が困難な作業、交通処理上やむを得ない作業等が発生する場合は、当局と協議し、

承諾を得た後に実施する。 

2) 工事中の濁水等、周辺環境に配慮する。 

3) 当局が指示する地中障害物は、受注者の負担により適切に処分する。ただし、予

期しない大規模な地中障害物が発見された場合は、当局と協議を行う。 

4) 本工事で発生する廃棄物は、法令等に準拠しい処分するとともに、できる限り再

利用を計画する。 

5) 建設地への工事用進入道路は、【           】とする。 

6) 工事用車両の待機は、建設地内で行う。 

7) 工事用車両により、既存道路が傷んだ場合は、受注者の責任にて補修する。 

8) 工事用の洗車設備を設け、退出時には、工事用車両の洗車を行うとともに、必要

に応じ工事用道路の清掃を行う。 

 

【解 説】 

工事用車両の進入道路に制限等を設ける場合は、利用可能な道路名を記述する。 
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 施設に関する技術的要件 

施工にあたっては、以下に示す施設に関する技術的要件を確認する。 

 容量の確保 

必要な埋立容量が確保できているか。 

2) 公害防止 

埋立期間中ならびに埋立終了後を通じて公害源とならない。特に、軟弱地盤に伴

う沈下に配慮し、また、遮水工については、公共水域、地下水への影響を未然に防

止できる機能を有しているか。 

3) 廃棄物の無害化・安定化 

埋め立てた廃棄物が早期に無害化・安定化する埋立構造となっているか。 

4) 災害防止 

埋立期間中ならびに埋立終了後を通じて防災上安全な施設となっているか。 

5) 廃棄物の量・質の管理 

受入廃棄物の量・質を適切に管理できる施設となっているか。 

6) 維持管理の容易性 

廃棄物の搬入出管理、浸出水処理施設運転管理及び事務作業等、維持管理の適切

化・効率化が図れる施設となっているか。 

7) 現地気象への対策 

積雪・凍結・強風等に対し、構造上安全であり、維持管理の適切化・効率化が図

れる施設となっているか。 

 

 工事（共通要件） 

１ 一般事項 

1) 工事基準面 

本工事で使用する工事基準面は【       】とし、工事区域の確認しやす

い箇所に仮基準点を設ける。仮基準点は、定期的に確認する。 

2) 安全管理 

工事周囲及び危険な箇所等には柵を設けるなど安全管理に十分配慮し、必要な

措置を講じる。 

3) 出来形管理 

本工事の出来形管理については、「【   】市土木工事施工管理基準」によるが、

規程のない項目についてはあらかじめ監督員と協議する。 
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２ 施工計画 

受注者は、契約締結後、速やかに工事施工計画書及び工事工程表を作成し、監督員

の承諾を得る。なお、現場の状況等で計画を変更する必要が生じた場合は、変更計画

書を提出しなければならない。 

監督員が指示した事項については、あらかじめ、必要な図書等を提出し、監督員の

承諾を得る。 

 

３ 仮設工事 

1) 工事上必要な資材置場、作業員詰所、監督員詰所、工事用道路、工事用給排水・

電気設備、資材供給プラント等が必要な場合は、あらかじめ計画書を作成し監督

員と協議する。 

なお、指定された仮設設備についてもあらかじめ工事の詳細について監督員の

承諾を得る。 

2) 受注者は、工事中、公衆に迷惑を及ぼす行為（公害の発生や付近の地権者との紛

争を起こすような行為）のないよう十分な措置を講じる。 

3) 工事現場の周辺または工事の状況により仮囲い、足場等を設け安全作業管理に努

める。 

4) 敷地周辺の交通量、交通規制、仮設配線等を十分考慮し、機械、資材等の搬入搬

出口を検討するとともに、必要に応じて交通整理員を配置するなど、交通の危険

防止に対処する。 

5) 電気、水道、電話等の仮設は本施設との関係を十分考慮して設置する。 

 

４ 他工事との関連 

他の工事と交錯が生じる場合には、お互い協調の精神に基づき協力し合い、事前に打

合せを行うなど工事を円滑に遂行していくこと。 

 

５ 労務災害の防止 

工事中の危険防止対策を十分に行い､また作業員への安全教育を徹底し､労務災害の

発生がないように努める。 

 

６ 復 旧 

他の設備・既存物件等の損傷・汚染防止に努め、万一損傷・汚染が生じた場合は、

速やかに監督員に報告するとともに、受注者の負担にて必要な復旧措置を講ずる。 

 

７ 予備品、消耗品及び工具等 

受注者は、施設引渡し前までに以下に示す予備品、工具等を納入するものとする。 

なお、下記 1)項については、あらかじめ納入品のリストを作成し、施工計画書提

出時に当局に提出する。 
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 予備品、消耗部品 

施設引渡し後、おおよそ 1 年間に交換または補充を必要とする予備品及び記録

紙等の消耗品 

2) 施設へ納入する特殊分解工具類 

その他、添付リストに示す工具、備品等 

3) 標準工具類 

4) 電気設備用備品類 

5) 安全用具 

6) 計測器 

7) その他 

 

【解 説】 

予備品や消耗品の納入品目、数量はあらかじめ材料メーカー等より納入品のリストを提

出させ、内容を十分検討し過不足分については入札前に確認し、訂正を指示しておく。ま

た、標準工具等については当局側でリストを作成し発注仕様書に明示する。 

循環型社会形成推進交付金の交付申請、交付決定等の手続きは、関係法令及び要領等に

おいて、それぞれ具体的に定められている。その中で、交付金等の交付対象となる経費は、

廃棄物処理施設等を建設するための経費、即ち工事の施工に必要な材料費、労務費等であ

り、廃棄物処理施設のしゅん工後に維持管理を目的として使用されることとなる予備品、

消耗品、工具等は交付対象に含まれないことに留意する必要がある。 

また、必要な安全用具、計測器等は、リストを作成し明示する。 

 

 

８ 処分工 

 残土処分 

(1) 工事にて発生する掘削土及び地盤改良工での排泥等は、原則として場外への搬

出が生じないよう計画する。 

(2) 工事の着手に先立ち、残土処分計画を提出し、監督員の承諾を得る。 

(3) 残土処分車両による公道の汚濁や土石等の落下による事故を防止するため、タ

イヤの洗浄、飛散防止シートの設置、過積載のチェック等を徹底する。 

(4) 受注者は、残土処分調書を作成し監督員に提出する。 

2) 建設廃材処分 

(1) コンクリート廃材、アスコン廃材、汚泥その他産業廃棄物に該当する廃棄物を

処分する場合は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137

号）等に基づき適正に処分する。 

(2) 残土量は受入先の発行する証明書等により、その発生量が明確に把握できる措

置を講じる。 
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【解 説】 

やむを得ず残土や建設廃材を外部搬出を行う場合は、適切な転用先や処分地を確保し、

不法投棄により第三者に損害を与えることのないよう適切な処置を講じる。 

 

 

 最終処分場本体工事 

 造成工事 

1) 目的と機能 

建設用地内で必要とされる埋立容量（【         】m3）及び埋立面

積（【      】m2 以上）を確保するとともに、浸出水処理施設、管理施設、

関連施設等のための土地造成を目的とする。 

2) 施工時の特記事項 

(1) 伐開、除根 

 

 除根は、斜面が崩壊しないように、また、遮水工の支障とならないよう完

全に行う。 

 立木その他の有価物は記号等を付し記録する。その処置については監督員

の指示によるものとするが、できるだけ損傷を与えぬよう注意する。 

 

(2) 切取り、床掘り及び掘削 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 盛土及び埋戻し 
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(4) 法面保護工 
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【解 説】 

特に、遮水シートを敷設する埋立地内の法面、底面上においては、遮水機能の確保のた

めに、平滑性、強度、湧水などに留意し、入念な整形が必要である。 

盛土及び切土の標準法面勾配を以下に示す。 

表 2-14 盛土材料及び盛土高に対する標準のり面勾配 

 

出典：日本道路協会、道路土工-盛土工指針、P106、2010 一部修正  

表 2-15 切土に対する標準のり面勾配 

 

出典：日本道路協会、道路土工－切土工・斜面安定工指針、P136、2009 

山岳地などの傾斜地盤上の盛土は、排水対策や段切り等の対策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：土質工学会、土工入門－土構造物をつくる－、P175、1990 一部修正
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図 2-2 傾斜地盤上の盛土例 

 軟弱地盤対策工事 

 目的と機能 

地盤の沈下や変動によって、貯留構造物、遮水工、さらに埋立地内にある浸出

水集排水管、地下水集排水管、埋立ガス処理施設等の機能を損うことが考えられ

るため、基準省令の構造要件を満足し、所要の基礎地盤を確保する目的で地盤改

良を行う。 

2) 施工時の特記事項 

(1) 総 則 

 

②  工事に先立ち、あらかじめ施工計画書を提出し、監督員の承諾を得る。 

(2) 品質確認 

 

(3) 施工条件（環境対策） 

 

 

 

 

 

(4) 施工管理 

受注者は、施工計画書に基づき、出来形及び品質についての施工管理を実施す

る。 

 

【解 説】 

1) 基準省令において、以下の構造要件が挙げられている。これらの要件を確保でき

ない場合には、軟弱地盤対策工事を実施する必要がある。 

(1) 基礎地盤は、埋め立てる一般廃棄物の荷重その他予想される負荷による遮水層

の損傷を防止するために必要な強度を有し、かつ、遮水層の損傷を防止すること

ができる平らな状態であること。（第一条の五イ(2）） 
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(2) 地盤の滑りを防止し、または最終処分場に設けられる設備の沈下を防止する必

要がある場合においては、適当な地滑り防止工または沈下防止工が設けられてい

ること。（第一条の三） 

2) 発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

軟弱地盤対策工の実施設計を行う上で以下の荷重を考慮しているか。 

(1) 埋立地内 

 貯留構造物重量 

 遮水工重量（遮水シート、中間保護層、保護土等） 

 埋立廃棄物重量（廃棄物、覆土） 

 最終覆土 

 将来跡地利用時の上載荷重 

 その他、解析上必要と考えられる荷重 

(2) 埋立地外 

浸出水処理施設等の配置、構造等を考慮し、対策工の内容を設定する。 

また、軟弱地盤対策工設計として、以下の項目を実施しているか確認する。 

 解析計画（作業計画、解析手法、基本条件の整理、検討土層断面の設定等） 

 現況地盤解析 

 検討対策工法の選定 

 対策後地盤解析 

 最適工法の決定 

 軟弱地盤対策工設計（設計図面、数量計算） 

3) 主な地盤改良工法とその概要について、下記に示す。仕様書本文では、セメント

系固化剤を例に記載したが、当該地の地盤条件等に適した改良工法を選定するこ

と。 

(1) 浅層地盤改良工法 

機械的安定処理法と化学的安定処理法とに大別される。極めて軟弱な泥状土を

固化剤で固結させる場合を除き、一般的には改良土を的確に締め固めることによ

って目的とする諸特性が得られる。 

 置換工法 

置換工法は軟弱なシルト、粘土層などの軟弱な地盤の一部または全部を除去し

良質な土で置き換えることにより安定確保と沈下の抑制を目的とした工法であ

る。置換する軟弱土層を掘削によって除去する掘削置換工法と置換材料の自重な

どにより、軟弱土層を強制的に側方へ押出し置き換える強制置換工法とに分けら

れる。 

(3) 表層混合処理工法 

セメント系、石灰系、その他の安定材を軟弱土に添加、混合することにより安

定材の化学反応により土質を改良する工法である。セメント、石灰による安定処

理は pH が高くなる場合があるので、中和などの対策を考慮しておくことが望ま

しい。 
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(4) 深層地盤改良工法 

深層地盤改良は深い範囲で原状の土を改良する工法で、設備的にも大がかりで

適用できる処理法が制限されるなど制約が多いため慎重な対応が必要である。 

(5) 圧密排水工法 

粘性土は、粘性土の粒子間隔が小さいので、沈下の終了までに多くの時間を要

するため、沈下促進のための圧密排水工法が各種考えられている。この工法は沈

下促進だけでなく、その圧密により粘性土の強度増加も図ることができる。 

圧密排水工法は、載荷重による圧密を主とするプレローディング工法と強制排

水による脱水を主とするバーチカルドレーン工法が、単独あるいは組み合わせて

用いられることが多い。 

(6) 締固め工法 

深層を対象とした締固め工法には、棒状の突固め体または振動体などを地中深

く挿入して強制的に地中深部に造成した砂柱を締め固めるサンドコンパクショ

ンパイル工法、バイブロフローテーション工法、大重量のおもりを高所から落下

させ繰返し対象地盤に打撃エネルギーを加えることによって地盤を締め固める

重錘落下締固め工法などがある。 

(7) 固結工法 

固結工法は、固結剤を土と混合撹拌する工法と土の間隙を硬化性物質で固結さ

せる工法に大別される。 

前者では深層混合処理工法が、後者では薬液注入工法が代表的な工法である。

深層混合処理工法はセメント系や石灰系の安定剤を機械撹拌あるいは高圧噴射

により原地盤の土と混合し、柱体状または全面的に改良する工法である。 
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 貯留構造物工事 

1) 目的と機能 

貯留構造物は、最終処分場に埋め立てられた廃棄物層の流出や崩壊を防ぎ、埋め

立てられた廃棄物を安全に貯留するとともに、底部遮水工とともに埋立地内で発生

する浸出水が、最終処分場の外部へ流出することを防止することを目的として設置

する。また、埋立期間に相当する日最大降水量を超えるような予期せぬ降水により

浸出水が過剰に発生した場合には、埋立地内の浸出水を一時的に貯水できるように

する。 

2) 仕様・規格 

 貯留構造物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ) 主要材料 【         】 

④ 区画堤 
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3) 施工時の特記事項 

 貯留構造物の施工について、本仕様書に記載なき事項は、「河川砂防技術基準

（国土交通省）」、「土地改良事業計画設計基準（農林水産省構造改善局）」、

「道路土工指針（日本道路協会）」等の指針や基準に準拠して行うものとする。 

(2) 盛土に先立ち、試験盛土を行い、所要の締固め度が確保できることを確認する。

なお、締固め度は【 90% 】以上を目標とする。 

(3) セメント及びセメント系固化材を地盤改良に使用した場合、セメント及びセメ

ント系固化材を使用した改良土を再利用する場合、六価クロムに対する安全性

を確認する。 

 

【解 説】 

1) 主な貯留構造物の形式と特徴について、下記に示す。 

表 2-16 貯留構造物の特徴 

 

出典：最終処分場技術システム研究会、設計グループ平成 11 年度報告書、1998、p1-97 
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表 2-17 貯留構造物の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社団法人全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版、p202 

 

2) 発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

(1) 貯留構造物は、最終処分場に埋め立てた廃棄物の流出を防ぐとともに、豪雨等

による崩壊を防ぎ、安全に貯留できる構造となっているか。 

(2) 貯留構造物は、埋立地内で発生する浸出水の最終処分場外部への流出防止、及

び埋立地内の浸出水を貯留可能な構造となっているか。 

(3) 最終埋立形状及び積雪等の影響も考慮し、長期的な沈下に対し十分な検討を行

っているか。 

(4) 貯留構造物の沈下量、法面の円弧すべりの検討を行っているか。なお、これらの

検討における荷重の考え方については、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・

管理要領」に準拠するものとなっているか。 

(5) 設計に際して考慮すべき荷重の種類は、貯留構造物の自重、廃棄物圧の他、条件

によって静水圧、揚圧力、間隙水圧及び地震による荷重（地震時慣性力、地震時

廃棄物圧、地震時動水圧）が考えられる。また、被覆施設を持つ最終処分場では、

屋根荷重を貯留構造物で支える場合があり、この場合は屋根荷重及び風荷重を

考えた構造とする必要がある。 

(6) 設計荷重の組合せは、ケース 1：完成直後・空虚時、ケース 2：埋立中・洪水時、

ケース 3：埋立終了・洪水時、ケース 4：埋立終了・地震時を確認することが望

ましい。 
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表 2-18 貯留構造物」の安定計算と荷重の組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：社団法人全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領 2010 改訂版、p213 

 

 

 地下水集排水工事 

1) 目的と機能 

地下水の揚圧力による遮水工の膨れ上がりに伴う遮水工の損傷を防止するこ

とや、土工事に用いられる土工重機や運搬車両のトラフィカビリティーを確保す

ることにより安全で円滑な工事の進行を確保することを目的として、地下水集排

水管を設置する。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に先

立ち現地状況を精査する。 

(1) 幹 線 

(2) 支 線 

(3) フィルター材 

 

(4) 地下水集水ピット 
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3) 施工時の特記事項 

 施工に先立ち、所定の位置にやり形を設け、監督員の確認を受ける。 

(2) 管渠基礎地盤は、沈下等が生じないよう所定の機材を用いて十分に突き固める。 

(3) 管渠は所定の位置に下流部から施工する。管径の異なる管の接合は、特に規定

するものの他原則として管頂接合とする。なお、設置に際し、所定の水路勾配を

確保するよう十分注意する。所定の水路勾配が確保されない場合は監督員と協

議する。 

(4) 管の切断またはせん孔に際しては有害な損傷が生じないよう丁寧に仕上げる。 

(5) 管の接合部は、清掃し、管接合部の離脱等が生じないよう所定の器具を用い十

分に密着させる。 

(6) 管被覆材の材質指定がない場合は、集水孔径より大きい砕石または栗石を用い

る。 

(7) 管及びフィルター材の設置に際し、遮水工に損傷を与えないような断面構造、

施工を行うこと。 

(8) 埋戻し、盛土に際しては、管渠を損傷しないよう留意し、偏心、偏圧が生じない

よう、所定の埋戻し材を左右均等に、層状に締め固める。 

(9) 法面で特に湧水が多い場所については、地下水集排水管等の増設について、監

督員と協議すること。 

(10) 敷設位置は、設計図をもとに現地位置出しを行うが、設計図面と現地の状

況に違いがある場合や、施工が困難と判断される場合は、監督員と協議し、敷設

位置の変更を行う。 

 

【解 説】 

発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

 「廃棄物最終処分場性能指針（平成 12 年厚生省生衛発第 1903 号）」に準拠し

ているか。 

(2) 地下水集排水管と浸出水集排水管の幹線の平面配置は、排水管相互の水平離隔

を十分に確保しているか。 

(3) 地下水集排水管の支線の配管間隔は 20m 以内としているか。 

(4) 十分な耐久性を有する構造の管渠等を設けているか。 

(5) 地下水集排水管の管径及び材質は、水理計算・構造計算等により、問題なく使用

できるものであることを確認しているか。 

(6) 最終処分場を廃止する時点において、地下水集排水施設で集水した浸出水等を

放流先に自然放流できる構造としているか。 

(7) (浸出水の漏水をモニタリングするため、埋立地底面部に地下水集排水機能を兼

ねた地下水集排水設備を設けられ、集水された地下水の水質を適宜測定できる

か。 
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 遮水工工事 

 目的と機能 

遮水工は、埋立廃棄物の保有水や降水（浸出水）による公共水域や地下水の

汚染を防止し、これらに起因する周辺環境への悪影響を防止するために設置す

る。この目的を達成するために、以下のような各種機能を満足する必要がある。 

(1) 遮水機能 

埋立地内の降水（被覆型の場合は散水）が、廃棄物層に浸み込み浸出水とな

り、その浸出水が地下水や公共水域に漏洩することを防止する機能  

(2) 損傷防止機能 

基礎地盤の凹凸や廃棄物中の異物による損傷を防止する機能  

(3) 多重安全機能（漏水通過時間確保機能、汚染軽減機能等） 

遮水工破損時に浸出水の公共水域への漏洩の程度を軽減させる機能  

(4) 損傷モニタリング機能 

遮水機能の損傷状況をモニタリングする機能 

 

【解 説】 

上記の機能は、全てを兼ね備えるべきということではなく、それぞれの埋立地の条件に

より、重要性の度合いやいくつかの機能の組み合わせを検討して対応することとなる。特

に、モニタリング機能のひとつである漏水検知システムや多重安全を備えた遮水構造は、

その費用対効果や修復方法までを含めた検討が必要である。 

多重安全（漏水通過時間確保機能と汚染軽減機能等）は、遮水機能を補完するものであ

り、遮水機能と一括して取り扱う考え方もある。また、遮水シートが損傷した場合の対応

機能という観点からは、バックアップ機能と言い換えてもよい。基本的な二重遮水層に加

え、GCL（ベントナイトマット）等を敷設するような事例が多い（図 2-3）。 

漏水通過時間確保機能は、遮水シートが損傷した場合に、修復までに必要な時間を確保

するためのものであり、遮水シート下部層（第二層）の透水係数と厚さが重要となる。汚

染軽減機能は、単位時間当りの漏水量を一定以下に抑制し、許容限度以上の地下水汚染を

生じさせないための機能であり、透水係数と埋立地内の浸出水の水位が重要である。 

 

 

 

 

図 2-3 二重遮水構造に多重安全を付加させた断面例 

表 2-19 各遮水層の透水係数と漏水到達時間の関係 

 

 

 

 

※遮水工上面を基準面としてダルシー式で計算  ※遮水工下面を基準面としてダルシー式で計算 

上層保護マット  
上層遮水シート  
中間保護マット  
下層遮水シート  
CCL や GCL 

構　　　造 厚さ 透水係数 水位 漏水速度 漏水到達時間

粘性土 ５ｍ 100nm/sec ７．９年

シート＋粘性土 50cm 10nm/sec 289日

シート＋水密アスコン ５cm １nm/sec 29日

１ｍ 20nm/sec

構　　　造 厚さ 透水係数 水位 漏水速度 漏水到達時間

粘性土 ５ｍ 100nm/sec 5ｍ 100nm/s 1.6年

シート＋粘性土 50cm 10nm/sec 0.5m 10nm/s 1.6年

シート＋水密アスコン ５cm １nm/sec 5cm 1nm/s 1.6年

●水位 1.0m の場合  ●水位 0m の場合 

CCL：コンパクテッド・クレイ・ラ

イナー（ベントナイト混合土等）  
GCL：ジオシンセテック・クレイ・

ライナー（ベントナイトマット） 
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2) 仕様・規格 

(1) 遮水材 

① 遮水シート 

 

【解 説】 

1) 遮水シートの種類と規格 

遮水シートに係るその他の基本物性、耐久性等に係る性能は、下記に示す「廃棄物最終

処分場整備の計画・設計・管理要領」の資料編表 5.2-1「最終処分場で使用する遮水シート

の目安一覧」に準拠する。 

表 2-20 最終処分場で使用する遮水シートの目安一覧(1) 

項    目 
準拠試験 

方法 
試験条件 

合成ゴム及び合成樹脂系 
アスファ

ルト系 
ゴムアスファルト 

吹付けタイプ 
非補強タイプ 

補強 

タイプ 

※(3) 

シート 

タイプ 

(含浸及び

積層) 

低弾性

タイプ

※(1) 

中弾性 

タイプ

※(2) 

高弾性 

タイプ

※(3) 

単独 織布 

基 

本 

特 
性 

外観 JIS A 6008 平面に広げて観察 ※(5) ※(6) 

厚さ JIS K 6250 
製品幅方向、等間隔

に５か所測定 
1.5※(7) ※(8) 

遮水性 JIS K 1099  ※(9) ※(8) 

引 

張 

性 
能 

引張強さ 

(N/cm 

以上) 

JIS K 6251 
JIS K 6922 
(ｱﾙﾌｧﾙﾄ系) 
JIS A 6013 

引張速度: 
50mm/min 

試験片:ﾀﾞﾝﾍﾞﾙ状３

号形 
(又は５号形、２号形) 
(非補強ﾀｲﾌﾟ) 
50mm 幅短冊又は

グラブ法 
(補強タイプ) 

120 140 350 240 100 10 80 

伸び率 

(％以上) 
280 400 560 15 30 10 80 

引裂性能 

JIS K 6252 
JIS A 6013 

引張速度: 
50mm/min 

試験片:25mm 幅切

込無しｱﾝｸﾞﾙ形(非補

強ﾀｲﾌﾟ) 
50mm 幅ﾄｳﾗｻﾞ形(補
強ﾀｲﾌﾟ) 

40 70 140 50 30 10 100 引裂強さ(N 以

上) 

接合部強度性能 

せん断強さ

(N/cm 以上) 

JIS K 6850 
引張速度：

50mm/min 
60 80 160 190 65 50 
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表 2-21 最終処分場で使用する遮水シートの目安一覧(2) 

項    目 
準拠試験 

方法 
試験条件 

合成ゴム及び合成樹脂系 アスファルト系 ゴムアスファルト 

吹付けタイプ 非補強タイプ 
補強 

タイプ 

※(3) 

シート 

タイプ 

（含浸及び 

積層） 

低弾性 

タイプ 

※(1) 

中弾性 

タイプ 

※(2) 

高弾性 

タイプ 

※(3) 

単独 織布 

耐
久
性
に
係
る
特
性 

耐候性紫外線

[変化性能 
(%以上) 

引張強

さ比 JIS A 1415 
※(10) 

WS 型促進暴露試験装

置 
処理時間:5,000ｈ 

80 

伸び率

比  70 50 

熱安定性(%以上) JIS K 6257 
※(10) 

加熱恒温器 
処理温度：80℃ 
処理時間：240ｈ 

80 

70 

耐ストレスラッキング性 JIS K 6922 

ノニルフェニルポリオ

キシエチレン・エタノ

ール 10%液 処理温

度：60℃ 
処理時間：1500ｈ 

－ － 
※(11)
－ 

－ － － 

耐
薬
品
性 

耐酸性 
(%以上) 

引張強

さ比 JIS K 7114 
※(10) 

処理液：0.05% 

H2SO4（pH＝3） 
処理温度：60℃ 
処理時間：240ｈ 

80 

伸び率

比 80 

耐ｱﾙｶﾘ性 
(%以上) 

引張強

さ比 
JIS K 7114 
※(10) 

処理液：飽和 Ca
（OH）２（pH＝

12） 
処理温度：60℃ 
処理時間：240ｈ 

80 

伸び率

比 80 

安全性(溶出濃度) 

昭和 48 年 
環告第 13 号 
昭和 46 年 
環告第 59 号 

溶出液：蒸留水(20℃) 
溶出時間：６h(振と

う) 
測定項目：地下水環境

基準項目、水質環境基

準要監視項目 

基準値以下 

※(1),(2),(3)非補強合成ゴム及び合成樹脂系

の遮水シートで、応力－歪み曲線において、

歪み増分に対して応力増分が比較的小さいも

の、中程度のもの、大きいものをそれぞれ低

弾性タイプ、中弾性タイプ、高弾性タイプと

する。なお、代表的な種類としては、低弾性

タイプでは加硫ゴム及び塩化ビニル、高弾性

タイプでは高密度ポリエチレン及び中密度ポ

リエチレン、中弾性タイプではオレフィン系

熱可塑性ゴム(PE 系、PP 系)、エチレン酢

ビ、熱可塑性ポリウレタン、低密度ポリエチ

レンなどがあげられる。 

※(4)合成ゴムで合成繊維等で補強した遮水シー

トをいう。 
※(5)1.極端に湾曲していないこと。 
 2.異常に起伏していないこと。 
 3.異常に粘着していないこと。 
 4.裂けた箇所、切断箇所、貫通した穴がない

こと。 
※(6)1.異常に粘着していないこと。 
 2.裂けた箇所、切断箇所、貫通した穴がない

こと。 

※(7)平均値が公称厚さの－0～＋15% 
   ただし、測定値は－10～＋15%以内 
※(8)表示値の－5%以内 
※(9)１×10－９cm/ｓ相当以下 
※(10)耐久性規格値＝基本性能規格値×○○% 
※(11)ひび割れがないこと。 
(注)N 単位の換算、1N＝1.01972×10－１㎏

f 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P634-635、2010 

 

最終処分場の表面遮水工の材料として用いられる遮水材の種類を下記に示す。遮水シー

トの種類として、表面遮水工、鉛直遮水工がある。これら各種の内容について、以下に記

載する。 

なお、アスファルト系遮水シートの厚さは 3.0mm 以上とする。 
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遮水シート    合成ゴム・合
成樹脂系  

  
低弾性タイプ    

加硫ゴム(EPDM)       
         

塩化ビニル樹脂(PVC)          
      

中弾性タイプ    オレフィン系熱可塑性ゴム (TPO-
PP,PE)         

         
熱可塑性ポリウレタン(TPU)          

         
低密度ポリエチレン(LDPE,LLDPE)          

      
高弾性タイプ    

高密度ポリエチレン(HDPE)         
         

中密度ポリエチレン(MDPE)          
      

繊維補強タイプ    
繊維補強下流ゴム(EPDM-R)         

         
繊維補強塩化ビニル樹脂(PVC-R)          

   アスファルト
系  

  
シートタイプ    

含浸アスファルト         
         

積層アスファルト           
      

吹付タイプ    
単独吹付け          

         
織布吹付け           

   ベントナイト
系  

  シート・ベントナイト複合、高吸水性樹脂、高吸水性膨潤繊
維複合高分子系       

   
その他    

鋼板、その他       
出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P242（一部修正）  

図 2-4 遮水シートの種類 

 

2) 遮水工破損の原因 

遮水工破損の原因として以下のような要因が考えられる。設計・施工にあたっては、

これらの要因を踏まえて対応する。 

表 2-22 遮水工の破損要因 

損傷要素 想定される損傷原因 法面 底面 構造物 

１．地盤に係るもの 

①圧密沈下、陥没 〇 〇 〇 

②法面滑落、法面崩壊 〇 － 〇 

③構造物に接続する付近の圧密沈下 － － 〇 

④地盤の整形不備 〇 〇 〇 

⑤湧水による地盤の流出 〇 〇 － 

⑥地耐力の不足 〇 〇 〇 

２．気象・自然現象に

係るもの 

①凍結、融解の繰り返し 〇 〇 〇 

②湿潤、乾燥の繰り返し 〇 〇 〇 

③積雪の崩壊、滑落 〇 〇 － 

④積雪、凍結による載荷重の増加 〇 － － 

⑤熱応力による余裕しろの不足 〇 － － 

⑥大雨などによる埋立地内の滞水位上昇 〇 〇 〇 

⑦地震による地盤の陥没、亀裂の発生 〇 〇 〇 

３．物理的な力に係る

もの 

①埋立廃棄物の沈下 〇 〇 〇 

②埋立地内の水位の上昇 〇 〇 〇 

③地下水位の上昇 〇 〇 〇 

④地中ガスの噴出 〇 〇 〇 

⑤強風による飛散物の衝突 〇 － 〇 

⑥風の揚圧力によるめくれ 〇 － － 

⑦廃棄物の性状変化による載荷重の増加 〇 〇 〇 
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４．化学作用によるも

の 

①長期に渡る露出（紫外線、オゾン） 〇 － － 

②接合部（融着部、接着）の劣化 〇 〇 〇 

③廃棄物性状の変化による浸出水の変化 〇 〇 〇 

④不許可廃棄物（有機溶剤、油類）による

劣化 
〇 〇 〇 

５．生物に係るもの 

①鳥、小動物による損傷 〇 〇 〇 

②雑草、木などの根の成長 〇 〇 － 

③地中植物の成長による突き破り 〇 〇 〇 

６．工事車両・作業に

係るもの 

①工事車両の衝突、接触、飛び石 〇 － 〇 

②工事車両の急旋回、異常な走行 〇 〇 〇 

７．埋立機材・作業に

係るもの 

①埋立機材の衝突、接触 〇 － 〇 

②埋立機材、車両による飛び石 〇 － 〇 

③埋立機材の急旋回、異常な走行 〇 〇 〇 

④埋立廃棄物の火災（野火、焚き火など） 〇 － 〇 

８．埋立廃棄物に係る

もの 

①廃棄物中の突起物、塊上廃棄物 〇 〇 〇 

②埋立廃棄物荷重の増加、偏圧 〇 〇 〇 

③埋立工法変更による積荷重の増加、偏圧 〇 〇 〇 

出典：NPO 最終処分場技術システム研究協会、廃棄物最終処分場新技術ハンドブック、P183 

3) 二重遮水シートの施工例 

二重遮水シート構造における施工例を下記に示す。 

表 2-23 二重遮水シートの構成例 

 底面部 法面部 

上部 

↑ 

 

↓ 

下部 

底面部表面保護マット 

上層遮水シート 

中間保護マット 

下層遮水シート 

下層保護マット 

法面部表面保護マット 

上層遮水シート 

中間保護マット 

下層遮水シート 

下層保護マット 

4) 遮水シート施工の留意点 

(1) 遮水工は、埋立地の地形や現地盤の透水係数及び地下水等の状況に応じて、埋立地

内の浸出水が外部へ漏水しない構造とする。 

(2) 遮水工の実施設計にあたっては、基準省令に定める構造基準を満足する二重遮水構

造とする。 

(3) 法面に遮水シートを敷設する場合、安全性及び遮水シートの施工性に配慮して法勾

配は 1:2.0 以上とすることが望ましい。 

(4) 遮水シートを使用した表面遮水工を採用する場合は、法面部に働く外力を踏まえて

遮水シートを固定できる構造とする。遮水シートの法面に働く外力には以下のような

外力があげられる。 

表 2-24 遮水シートに働く外力 
番号 外力の種類 

1 遮水工の自重  
2 遮水シートの温度低下による収縮力（熱応力）  
3 風による負圧揚力  
4 地盤沈下による引き込み張力  
5 埋立廃棄物の荷重や沈下及び重機走行によるシートの引き込み  
6 搬入道路における走行荷重によるシートの引き込み  
7 積雪荷重  
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出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P283 

図 2-5 固定工の構造事例 

 

  



67 - 

 

② 土質材料系遮水材 

その他、埋立地の遮水材料としての適性については、「廃棄物最終処分場整

備の計画・設計・管理要領」に準拠する。 

 

【解 説】 

土質系遮水材を用いる場合、経済性と土量バランスの確保の観点からは、現地発生土を

利用することが望ましい。ただし、現地発生土か外部からの搬入土かを問わず、下記の機

能を有するものでなければならない。 

 

 

 

4) 法面勾配が 1:2.0 より急な斜面に対しては、ベントナイト混合土の敷均し、転圧は現実

的に困難であるため 1:3.0 以上の緩斜面で適用すること 

 

 

 

 

 

 

 

また、土質材料単体で埋立材料としての適性が得られない場合、安定材を混合して遮水

材料とする。下記に土質遮水材の種類を示す。 

土質遮水材 
  

土質材料 
  

   
セメント系混合土 

   

   
ベントナイト混合土 

   

   
その他混合土 

   

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P246 

図 2-6 土質系遮水工の種類 
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③ 水密アスファルトコンクリート遮水材 

ウ) 透水係数 【  1  】nm/s 以下 

 

【解 説】 

水密アスファルトコンクリート遮水材を用いる場合、下記の機能を有するものでなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水密アスファルトコンクリート遮水構造の例を以下に示す。 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P247 

図 2-7 水密アスファルトコンクリート遮水の構造例 
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④ 鉛直遮水材 

 

【解 説】 

鉛直遮水工を施工する場合、下記の機能を有するものでなければならない。 

1) 表面遮水工と同様の遮水性を有すること。鉛直遮水工に求められる遮水性については、

基準省令に、「埋立地の地下全面に不透水性地層がある場合は、次のいずれかの要件を

備えた遮水工を設けること」という項目の中で、「厚さ 50cm 以上、透水係数が 10nm/

秒(=1×10-6cm/秒)以下である連続壁が不透水性地層まで設けられていること」と記述さ

れている（基準省令第 1 条第 1 号第 5 項ロ）。表面遮水工と同様に、透水係数と遮水層

厚さの比（漏水通過速度）を一定値(2×10-8/s)以下とする考え方に基づくと、上記の例

に示すような遮水性を有する必要がある。 

 

 

 

 

 

鉛直遮水工の種類を下記に示す。各種鉛直遮水工法の概要及び特徴については、「廃

棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領」Ⅱ編の表 5.2-1「最終処分場に適用可能

な鉛直遮水工法の種類と特徴」を参考にする。  
      

浸透性注入工法 
鉛直遮水工 

  
注入固化工法 

  
    

高圧噴射注入工法       
      連続地中壁工法 
   地中連続壁工法   
     ソイルセメント固化工法 
      
      鋼矢板工法(鋼管矢板工法) 
   鋼矢板工法   
     薄鋼板止水矢板工法 
      
      

鉛直シート工法    
その他の工法 

  
     

薄肉厚連続壁シート工法       

出典：是名国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P249 

図 2-8 鉛直遮水工の種類 
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表 2-25 鉛直遮水シート工法の特徴 

項目 

工法 
遮水材料 施工方法 遮水性 適用地盤 材料の耐久性 

注
入
固
化
工
法 

浸透性注入

固化工法 

・セメント系 
セメント、粘

土、ベントナイ

ト 
・薬液系 
水ガラスとセメ

ントの混合物 

ボーリング機械で削孔し、

地盤中に固化剤を浸透注入

して間隙を充填する。 

透水係数 10nm/秒程度に

改良することが可能であ

る。 
土質に適合した注入材と

十分な施工管理が必要で

ある。 
遮水性能の確認が必要で

ある。 

岩盤、砂層に適用可能

である。 
セメント系は耐久性が良

い。 
水ガラス系は溶脱の問題

があるので、耐用年数の

検討が必要。 
周辺の地下水環境や土壌

環境への配慮が必要 

高圧噴射式

注入工法 

・セメント系 
・薬液系 

超高圧噴流による切削また

は混合効果を利用する。 
地盤を柱状に切削し、空隙

に注入材を充填する。 

透水係数 10nm/秒程度に

改良することが可能であ

る。 
継手部やオーバーラップ

部の十分な施工管理が必

要である。 
遮水性能の確認が必要で

ある。 

岩盤を除くあらゆる地

盤に適用可能である。 
※深い層には適用でき

ない場合がある。 

セメント系は耐久性が良

い。 
水ガラス系は溶脱の問題

があるので、耐用年数の

検討が必要 
周辺の地下水環境や土壌

環境への配慮が必要であ

る。 

地
中
壁
工
法 

連続地中壁

工法 

・コンクリー

ト、または鉄筋

コンクリート 

各種掘削機により一定幅で

連続的に掘削し、コンクリ

ートなどで地下連続壁を築

造する。 

透水係数 0.1nm/秒程度の

壁を造成することが可能

である。 
継手部の十分な施工管理

が必要である。 

ほとんどの地盤に適用

可能である。 
深度 100m 程度まで施

工可能である。 

セメント系なので耐久性

が良い。 

ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
固
化
壁
工
法 

柱
列
壁 

・ソイルセメン

ト 
（SMW など） 

オーガーなどで掘削し、固

化液と現地盤を混合・撹拌

（水平撹拌）して柱列状の

連続した固化壁を築造す

る。 

透水係数 10nm/秒程度の

壁を造成することが可能

である。 
継手部やオーバーラップ

部の十分な施工管理が必

要である。 

硬質地盤に対しては、

先行削孔などの補助工

法の検討が必要とな

る。 
深度 45m 程度まで施工

可能である。 

セメント系なので耐久性

が良い。 

等
厚
壁 

・ソイルセメン

ト 
（TRD など） 

地中に差し込んだカッター

ポストを水平方向に移動さ

せて掘削し、鉛直方向に固

化剤を現地盤と混合・撹拌

して施工目地のない等厚の

連続壁を築造する。 

透水係数 10nm/秒程度の

壁を造成することが可能

である。 
深度方向に対して均質な

壁が造成できる。 

硬質地盤についても施

工可能である。 
深度 60m 程度まで施工

可能である。 

セメント系なので耐久性

が良い。 

鋼
製
矢
板
工
法 

鋼製矢板工

法 

・鋼製矢板（シ

ートパイル） 
バイブロ方式または圧入方

式により、鋼製矢板を連続

的に打設する。 
継手部に水膨潤性の遮水材

を塗布し、遮水効果を高め

る。 

継手部や根入部の遮水性

確保が課題である。 
接合処理がない場合、透

水係数は 100nm/秒程度

である。 

一般的に N 値 30 程度

まで施工可能である。 
玉石混じりあるいは転

石のある層では工法が

制限される。 

浸出水などによる腐食の

検討が必要 
特殊土層では塗装などに

よる防食対策が必要 

薄鋼板止水

矢板工法 

・薄鋼板止水矢

板（シートウォ

ール） 

バイブロ方式または圧入方

式により、幅広の薄鋼板を

連続的に打設する。 
継手部に不透水性グラウト

材を注入し、遮水効果を高

める。 

一般の鋼矢板と比較して

継手部が少ない。 
継手部や根入部に、適切

にグラウトされれば遮水

効果は高い。 

N 値 30 程度まで施工可

能である（ウォーター

ジェット併用）。 
深度 30m 程度まで施工

可能である。 

浸出水などによる腐食の

検討が必要 
特殊土層では塗装などに

よる防食対策が必要 

そ
の
他
工
法 

鉛直遮水シ

ート工法 

・遮水シート ウォータージェットを併用

して遮水シートを直接打設

する方法、または先行削孔

および泥水置換後に遮水シ

ートを打設する方法があ

る。 
継手部には水膨張性シール

を充填し、遮水効果を高め

る。 

一般の鋼矢板と比較して

継手部が少ない。 
継手部や根入部に、適切

にシールされれば遮水効

果は高い。 

直接打設方式は、N 値

5-10 以下の緩い地盤に

適用でき、施工可能な

深度は 5m 程度 
置き換え後打設方式

は、N 値 5-10 以上の比

較的固い地盤にも適用

でき、施工可能深度も

20m 程度となる。 

耐薬品性が高く、腐食に

関する検討は不要 
シートの暴露がないため

耐久性が期待できる。 
砂礫地盤では、礫により

シートが破損するおそれ

がある。 

複合遮水壁

工法 

・ソイルセメン

ト 
（ＴＲＤなど） 
・遮水板 
（薄鋼板止水矢

板、遮水シート

など） 

ソイルセメント固化壁（等

厚壁を標準とする）造成

後、固化前に薄鋼板止水矢

板や遮水シートなどの遮水

板を挿入することにより、

連続した複合遮水壁を構築

する。 

複合遮水構造を形成する

ため、遮水性能が大幅に

向上する。 

硬質地盤に対しても適

用可能である。 
深度 40m 程度まで施工

可能である。 

ソイルセメントに挟まれ

ているため、薄鋼板止水

矢板や遮水シートの耐久

性は向上する。 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P250 
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⑤ 保護マット 

ア）材  質 【    】  

イ）目付量  【    】g/m2 

ウ）引張強さ 【    】N/cm 

エ）貫入抵抗 【500N 以上】  

 

【解 説】 

保護マットの耐久性・安全性については、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要

領」の資料編 表 5.2-7「保護マットの目安」に準拠する。 

保護マットの種類を下記に示す。 

保護マット   長繊維不織布   遮光性保護マット     
      中間保護マット 
      
      一般保護マット       
   短繊維不織布   遮光性保護マット      
      中間保護マット 
       
      一般保護マット       
   反毛フェルト   遮光性保護マット      
      中間保護マット 
      
      一般保護マット       
   ジオコンポジット   遮光性保護マット      
      中間保護マット 
      
      一般保護マット 
      

図 2-9 保護マットの種類 

表 2-26 保護マット材料の種類と特徴 

項 目  長繊維不織布  短繊維不織布  反毛フェルト  

原材料  主としてポリエステル、ポ
リプロピレン  

主としてポリエステル、
ポリプロピレン、アクリ
ル、ビニロン  

合成繊維ステーブルが主
体であるがリサイクル原
料を使用している。  

繊維長  連続的に紡糸しているので
エンドレス  主に 30-60mm のステーブル  

繊維の配列  縦  縦または横  
繊維同士の絡
み  比較的弱くしている  強い  

繊維材料の選
定  単一材料に限定  単一材料またはブレンドで製造可能  

製造方法  

溶融紡糸した長繊維（フィ
ラメント）を、直接ウエブに
し、ニードルパンチ工程で
繊維同士を交絡させて布状
にしたもの  

ニードルパンチ、樹脂溶着、熱溶着のいずれかを用い
る。補強のために繊維を挟み込んだものもある。均一
なウエブを作るために、繊維時は捲縮（クリンプ）が
付与されており、圧縮に対する嵩高性、クッション性
が高い。  

目付量  60-800g/m2 50-4,000g/m2 

強度特性  原 材 料 自 信 の 強 さ に よ る
が、縦・横方向性あり  繊維の絡み強さによる、縦・横方向性あり  

伸び特性  繊維自信の伸びによる  
縦・横方向性あり  繊維自信の伸びと絡みによる伸び、縦・横方向性あり  

特徴  

引張、引裂強さが大きい。毛
羽が少ない。圧縮変形率が
少ない。裁断面のほつれが
少ない。  

繊維特性による使い分けができる。目付量に拘わら
ず厚みが出しやすく、10-20mm 厚さの製品は、その
クッション性、衝撃効果から、保護材して使用される
ことが多い。締まり具合により圧縮変形率が左右さ
れる。  

出典：NPO 最終処分場技術システム研究協会、廃棄物最終処分場新技術ハンドブック、P201 
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上表以外にも、ジオコンポジット(複合材料)も、施設の使用条件、環境条件に合わせた

ものが使用されている。 

表 2-27 ジオコンポジット（複合材料）の種類 

面状排水材 ポリエチレン製の網状体、リブやエンボス立体構造体などの排水材に不織

布等を片面、両面に張り合わせたもの。法面の湧水、地下水の対策に有効 

表面ラミネート付遮光

性保護マット 

雪害、強風対策、鳥獣害対策などの目的で、遮光性保護マットの表面が、

ポリエチレン等のシートが一体化されたもの。 

複数種類の不織布の組

み合わせ 

各材質・製法が違った製品をその特徴を組み合わせることで、品質向上、

耐久性向上、機能付加等された製品。長繊維と短繊維の組み合わせ、導電

性不織布、補強布入り不織布など 

 

二重遮水構造における保護マットは、遮水シートの紫外線劣化や損傷から保護する表面

保護マット、二重遮水シートの間に設置することで緩衝的な役割りを果たす中間保護マッ

ト、地盤の凹凸や礫などから遮水シートを保護する下層保護マット等などがある。二重遮

水シート構造における保護マットの使用例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P254 

図 2-10 二重遮水シート構造における保護マットの使用例 

保護マットに要求される性能には引張強さ、貫入抵抗、耐久性、同時破損防止、溶出性

などがある。各保護マットに要求される性能を示す。 

表 2-28 保護マットの要求性能 

項目 要求性能 

法面部  中

間

層 

底面 

上面  下

層 
上面 下層 

(A) (B) 
引張強さ 廃棄物荷重などに耐えること 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

貫入抵抗 
遮水シートを外傷から十分に保

護できること 
〇  〇 〇 〇 〇 

耐
久
性 

対候性 
使用期間を通じて維持できる対

候性を有すること 
〇 〇     

遮光性 

遮水シートの紫外線による物性

低下を緩和できる遮光性を有す

ること 

〇 〇     

同時破損防止 
シートの同時損傷を防止するこ

と 
   〇   

溶出性 
環境を汚染する物質を溶出しな

いこと 
  〇   〇 

(注) （Ａ）：遮光性保護マット （Ｂ）：遮光性マット 〇：必須項目 

なお、積雪寒冷地においては法面の積雪により法面部表面保護マットが引張力によって破

断することがあるので、法面の積雪荷重を踏まえて材料を選定することが望ましい。 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P254 
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(2) 表面遮水工損傷（漏水）検知設備 

① 検知法 【        】 

② 検知期間は【  3 年～埋立期間 15 】年間とする。 

③ 性能事項 

適正な維持管理のもと、下記に示す仕様を満足するものとする。 

表５ 表面遮水工破損（漏水）検知設備の仕様 

項目  要求性能  備考  
検知対象  上層遮水シート〔法面部、底面部〕  竣工時は底部検知のみ  
検出能力  損傷径  【φ30mm 以上】   
検出精度  【±2.0m〔半径 2.0m〕】  底部で漏電 1 か所の場合  
計測装置  測定頻度  【1 回 /日、  

1 回の検知時間 3 時間以内】 
モニター  【 24inch 以上、1 台 】  
プリンター 【 カラー、1 台 】  
ＵＰＳ   【 1 台  】  
バックアップ【 HDD  500GB 以上 】  

 
 
 
停電時自動シャットダウン機能 
自動保存できること  

 

 

【解 説】 

表面遮水工破損（漏水）検知設備を備える場合は、以下を満足するものとする。 

 

 

 

 

 

 

遮水工損傷（漏水）検知技術は、①電気的検知法、②圧力検知法、③水質調査法に大別

される。各種検知技術の概要及び特徴については、下記に示す「廃棄物最終処分場整備の

計画・設計・管理要領」Ⅲ編の表 3.4-1～2「表面遮水工損傷（漏水）検知技術比較一覧」

を参考にする。 

採用の際には、設置工事だけでなく、検出能力、精度、補修方法、維持管理など総合的

な検討を行う。  
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表 2-29 表面遮水工損傷（漏水）検知技術比較一覧(1) 
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表 2-30 表面遮水工損傷（漏水）検知技術比較一覧(2)  

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領、P476-477 
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(3) 被覆材（保護土） 

二重遮水工のうち、埋立地底部の上層遮水シートを保護するために土砂等

で被覆すること 

① 材  料 【良質土（購入砂）】 

② 厚  さ 【 50cm 以上 】 

(4) サンドマット 

二重遮水工のうち、埋立地底部の下層遮水シート施工時に地下水の上昇

や建設機械が走行する十分な支持力が得られないような場合には、必要に

応じてサンドマットを施工すること 

① 材  料 【良質土（購入砂）】 

② 厚  さ 【 30cm 以上 】 

3) 施工時の特記事項 

(1) 遮水材 
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【解 説】 

1) 経験的な平滑さの程度としては H/L<1/10,H<5cm 程度が望ましい。 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場の計画・設計・管理要領、P272 

図 2-11 遮水シート敷設時の平滑さの目安 

2) 許容沈下量の考え方としては、遮水シートの許容応力度と共用伸びの範囲内に収まるよ

うに圧密沈下量を抑えることが必要で、対策としては地盤改良によるのが一般的である。 

そのほか、周辺地盤、周辺構造物との取り合いを考慮した許容沈下量や相対的な沈下

量が浸出水集排水施設の勾配を確保できる範囲であることなどを検討しておく。 

これらのことを考え合わせると、経験上からは圧密沈下量を 10cm 程度に抑えておく

ことが望ましい。線形修正弾性モデルによる許容局所沈下量の算定例において HDPE シ

ートは、沈下の幅が 50cm の場合は沈下量が 10cm 程度で許容応力度に近い値となるの

で、これが 1 つの目安となる。 

3)遮水シートの標準的重ね幅は、接着剤工法及びバーナー溶着工法においては、100mm 以

上とする。熱溶着工法の場合は、遮水シート材質や接合機械の種類で重ね幅が異なるの

で当該遮水シートの材料仕様を確認する。 
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出典：宇佐見貞彦、最終処分場における基盤変形に伴う遮水シートの挙動と設計手法、P134、2003 

図 2-12 許容沈下量の目安 

3) 遮水シート接合部の検査及び管理値は以下の通りである。 

遮水シートの接合部は原則として「加圧検査」または「負圧検査」により検査する。

接合部は全数検査とする。監督員や施工監理を行うコンサルタントが常駐する場合には、

1 日 1 回程度の立会いを行うが、重点監理の場合には、各法面 1 箇所等、立会箇所を指

定して、2,000m2～5,000m2 に 1 か所の目安で立会検査を実施する。 

なお、遮水材料及び接合部の検査技術として、電気的検査（スパーク検査）や可視・

近赤外線画像装置を用いたリモートセンシング検査法などの新技術を随時取り入れる

ことが望ましい。 

表 2-31 現場接合部検査方法の種類と摘要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（加圧検査のイメージ）     （負圧検査のイメージ） 

図 2-13 遮水シートの接合部検査方法のイメージ 

  

検査方法の種類 
適 用 性 

接着剤 熱溶着 バーナー溶着 

目視検査法 ○ ○ ○ 

検査棒挿入法 ○ ○ ○ 

気密式検査法 
 加圧式(ﾀﾞﾌﾞﾙｼｰﾑ法) 
 減圧式(ﾊﾞｷｭｰﾑ)容器方式 

 
－ 
○ 

 
○ 
○ 

 
－ 
○ 

電気的検査法 － △ － 

リモートセンシング検査法 － △ － 

※ △は、現場条件、接合状態により、気密式検査法と併用すること 
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表 2-32 遮水シート検査方法 

検査項目 検査方法 内  容 摘要  

重ね幅 測長器による測定 仕様書値に適合すること  EPDM、ゴムアスファ
ルトに適用 

接合幅 測長器による測定 仕様書値に適合すること  EPDM、ゴムアスファ
ルトに適用 

水密性 

目視検査 浮き、剥がれ等ないこと   
素
材
に
応
じ
て
選
択  

検査棒挿入検査  検査棒先端の侵入、接合部の剥
離がないこと  押当力目安 :1～2kgf 

加圧検査 漏気のないこと及び圧力低下率
が 20%以下であること 

加圧 :0.05～0.15MPa 
保持時間 :30 秒  

負圧検査 気泡が発生しないこと 負圧 :50mmHg 
保持時間 :10 秒  

電気的検査 スパークが発生しないこと  電圧 :15,000V 以上  

接合強度 接合部せん断試験 仕様値に適合すること 
試験片幅 : 
ｱｽﾌｧﾙﾄ系以外 25mm 
試験速度 :50mm/min 

 

リモートセンシング技術による接合部検査法を、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 サーモカメラ搭載自走式熱融着機による検査概要 

図 2-14 に示す装置により、遮水シート接合と同時に接合部の熱画像解析により合否の

判定をする。判定基準は、機器の設定条件、遮水シート種類および接合前のシート表面温

度などのパラメータより、リアルタイムで閾値温度を設定し、適正に接合品質が得られる

最低設定温度より高ければ熱融着温度が適正であると判断するものである。 

図 2-15 に閾値温度と接合部表面温度による合否の判定例、図 2-16 に画像による合否の

判定例を示す。 

サーモカメラ 

(熱画像の撮影) 小型 PC 

(データ解析、記録) 

自走式熱融着機 

(遮水シートの接合) 

スマートフォン  

上面シートの表面温

度を測定・監視する 
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図 2-15 検査結果の数値データの表示例  図 2-16 接合部の温度分布例(左が合格) 

 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

土質遮水工の施工フローについては、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領」

Ⅲ編の図 5.3-47「土質遮水工の施工管理から施工完了までのフロー」を参照する。品質管

理方法については、同設計要領Ⅲ編の表 5.3-17「土質遮水工の各管理項目に対する管理方

法と管理値」を参考にする。 

 

 

 

 

 

 

 

接合不良
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表 2-33 土質遮水工の各管理項目に対する管理方法と管理値 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

水密アスファルトコンクリートの施工フローについては、「廃棄物最終処分場整備の計

画・設計・管理要領」Ⅱ編の図 5.3-52「水密アスコン施工手順の例」を参考にする。 
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図 2-17 水密アスコンの施工手順の例 

 

 

 

鉛直遮水工の根入れ部の地山が緩んでいる場合、浸出水等が漏洩するこ

とが懸念されることから、根入れ部の遮水を十分行うこととする。 

 

【解 説】 

鉛直遮水工の施工方法は、採用する工法によって大きく異なるため、施工方法について

は、「廃棄物最終処分場遮水シート規格の策定と試験方法・装置の標準化調査報告書（厚生

省）」、「現場技術者のための土と基礎シリーズ 15 連続地中壁工法（地盤工学会）」、「ソイルミ

キシングウォール設計施工指針（日本材料学会）」等を参照する。 
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【解 説】 

ゴムアスファルト吹付工法の基本事項および原理を以下に示す。 

表 2-34 ゴムアスファルト吹付工法の基本事項 

項目 Ⅰ種（単独タイプ） Ⅱ種（基布複合タイプ） 

基本工法 

瞬間硬化型のゴムアスファルト

エマルジョン単独仕様 

下地に基布を敷設し、緩硬化型の

ゴムアスファルトエマルジョンを

基布に含浸させる工法 

基本仕様 

①プライマー 

②瞬間型 

③トップコート 

①基布敷設 
②緩硬化型ゴムアス t=2mm 
③瞬間硬化型ゴムアス t=1mm 
④トップコート  

出典：国際ジオシンセティックス学会日本支部、ごみ埋立地の設計施工ハンドブック、Ｐ236、オーム社 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国際ジオシンセティックス学会日本支部、ごみ埋立地の設計施工ハンドブック、Ｐ236、オーム社 

図 2-18 ゴムアスファルト吹付の原理 

 

ゴムアスファルト吹付工法の前処理工事を含めた施工方法の事例を以下に示す。 
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表 2-35 ゴムアスファルト吹付工法の施工方法 

 
出典：国際ジオシンセティックス学会日本支部、ごみ埋立地の設計施工ハンドブック、Ｐ479、オーム社 
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(2) 保護マット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【解 説】 

保護マットの施工内容と留意事項を示す。 

表 2-36 保護マット施工内容と留意事項 
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保護マット現場接合部の検査項目と判断内容を示す。 

表 2-37 保護マット現場接合部の検査項目と判断内容 

検査項目 判断内容 

重ね代 10cm を目安とする 

接合状態 風にとばされない程度 

しわの状態 極端なしわがないこと 

破損の有無 破れ、ほつれなどがないこと 

 

 
(3) 表面遮水工破損（漏水）検知設備 

本設備は、事前にその性能の証明、仕様書などの承認を得ること 

受注者は、工事の着手に先立ち、施工計画書において遮水工モニタリング計

画を明らかにする。遮水工モニタリングには以下の項目を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋立地内に設置する設備の耐用年数については、【かし担保期間の 3 年、

または埋立期間の 15 年】を基本とする。  

 

最終処分場の埋立開始時点からシステム稼動期間において、システムの

機能を含め、交換等のメンテナンスが可能なものとし、そのメンテナンス

方法を遮水工モニタリング計画に示す。部品ごとにメンテナンス方法が異

なる場合は、部品ごとに示すこと。さらに、各部品が故障した場合の交換

方法とその概算費用、各部品が故障した時と修復後の測定への影響の程度

を明確に示す。  
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システムを管理する担当者に負担がかからないように、自動運転が可能

なものとし、必要に応じて任意の時にも手動により測定ができるものとし、

いずれの測定でも仕様を満足するものとする。また、異常を検知した場合

は上記担当者が簡単に異常とその発生位置を認知できる情報伝達方法を

備える。  

 

通常想定される天候変化（集中豪雨、雷、停電）等に対しては、対策が

講じられているものとする。 

 

【解 説】 

表面遮水工破損（漏水）検知設備を設置する場合には、遮水シート工においても、その

仕様や施工において留意点がある。 

1) 検知対象の遮水シートの電気的絶縁性が重要であり、できるだけ比抵抗値が大きい材質

のシートを使用することが望ましい。 

2) 埋立地内外の電気絶縁性が重要であるため、二重シート端部、浸出水管貫通部、構造物

廻り、進入道路、廃棄物投入口、ガードレール、階段工、天端等では電気的絶縁構造と

する。 

3) 二重シート内への溜まり水は、速やかに排水できるように水抜き設備等を設置し、その

設備も電気的絶縁構造とする。 

4) 底部や小段部の区画式の浸出水と地下水の切り替え設備は、電気漏洩箇所〔漏水〕とな

るので採用しない。 

5) 埋立地内のコンクリートピット、被覆型最終処分場での壁面、柱等は電気漏洩箇所とな

るので、遮水シートで覆い絶縁する。浸出水集水ピット内部は、絶縁性の高い防触塗料

などで対策する。 

 

 

６ 雨水集排水施設工事 

1) 目的と機能 

施設の流域の降雨を速やかに集水し、速やかに排除することを目的とする。

埋立地内の廃棄物と雨水を隔離し、埋立地内への雨水の侵入を防止することに

より浸出水の削減を図り、浸出水処理施設及び遮水工への負担を軽減する機能

を有するものとする。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に

先立ち現地状況を精査する。 

(1) 側 溝 

 

 

(2) 集水桝 
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3) 施工時の特記事項 

(1) 施工に先立ち、所定の位置にやり形を設け、監督員の確認を受ける。 

(2) 水路基盤の地質に変化が生じた時は、監督員に報告し指示を受ける。 

(3) 水路基盤が盛土となる区間は、十分な締固めを行い、特に切土との境界部分は、

水みちとならないよう入念に施工する。 

(4) 埋戻しは、構造物を損傷しないように注意し、偏心・偏圧がかからないよう埋戻

し材が左右均等になるよう十分に締め固める。 

(5) 管渠は所定の位置に下流部から施工する。管径の異なる管の接合は、特に規定

するものの他原則として管頂接合とする。なお、設置に際し、所定の水路勾配を

確保するよう十分注意する。所定の水路勾配が確保されない場合は監督員と協

議する。 

(6) 敷設位置は、設計図をもとに現地位置出しを行うが、設計図面と現地の状況に

違いがある場合や、施工が困難と判断される場合は、監督員と協議し、敷設位置

の変更を行う。 

 

【解 説】 

水路の構造は、埋立地周辺部に設置する場合、現場打コンクリート水路、U 字溝等が用

いられる。区画埋立時の未埋立区画に設置する場合、管渠とし、コルゲートパイプ、合成

樹脂等が用いられる。表面排水を行う場合は、素掘側溝＋遮水シート、コンクリート水路

等が用いられる。 

また、発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

1) 実施設計に先立ち、放流先の現況地盤、標高等を確認しているか。 

2) 放流先における排水管の標高は、放流先の常時水位以上としているか。 

3) 水路断面の決定にあたっては、「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領」等

に準拠し、水理計算を行い確認しているか。 

4) 計画降雨確率年は【  】年降雨確率とする。粗度係数、許容される平均流速等は、

「道路土工-排水工指針（日本道路協会）」等に準拠しているか。 

5) 水路断面の余裕率は設計流量の【  】倍としているか。 

6) 排水管（暗渠部分）は必要に応じて基礎杭をもって補強し、勾配を十分確保している

か。 

7) 埋立完了後の流域で検討しているか。 
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７ 浸出水集排水施設工事 

1) 目的と機能 

浸出水をできるだけ速やかに埋立地系外に排除することによって、廃棄物層内を

好気性または準好気性状態に保ち廃棄物の分解を促進すると同時に、浸出水の水質

悪化を防止する。また、浸出水の水圧による遮水シート及び貯留構造物への構造的

な負荷を低減することを目的とする。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に先

立ち現地状況を精査する。 

(1) 浸出水集排水管幹線 

 

 

 

(2) 浸出水集排水管支線 

 

 

 

(3) 浸出水導水管（埋立地から浸出水集水ピットまでの接続区間） 

 

 

 

(4) 被覆材 

 

(5) 浸出水集水ピット 

 

 

(6) 送水管 

 

 

(7) 浸出水調整槽 

 

 

3) 施工時の特記事項 

(1) 底部集排水管敷設 

「地下水集排水施設工事」に準じる。  

管端部にはキャップ止めし、管内に異物を混入させない。  

(2) 法面部集排水管敷設 

「地下水集排水施設工事」に準じる。 

管端部にはキャップ止めし、管内に異物を混入させない。 
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(3) 竪型集排水管および人孔 

 

 

(4) 集水ピット 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 送水管 

① 「地下水集排水施設工事」に準じる。 

② 遮水工を貫通する部分については、浸出水の漏水や電気的漏水検知システム

に支障が生じないよう、十分な対策を講じる。 

(6) 浸出水調整槽 

① 浸出水調整槽の底盤部は、地盤改良工事により必要な強度を有していること

を確認する。 

② 浸出水調整槽は、別途工事により、ポンプ等のプラント設備が設置されるた

め、施工にあたっては、実施時期、施工方法など監督員および関係者と十分

に協議、調整を行う。 

③ 躯体のコンクリート打設にあたっては、クラック、ジャンカ発生の防止に十

分注意する。 

④ 開口部、貫通部等は、漏水などが起きないように、止水性には特に注意する。 

⑤ 浸出水調整槽は、防蝕、防水のための塗装を施すこと。塗装の仕様、施工場

所は、監督員と協議のうえ決定する。 

⑥  集水ピットの施工にあたっては、構造を十分理解したうえで躯体打設計画

を含めた施工計画を立案し、監督員の承諾を受けた後に着工する。躯体打

設計画は、その他工事との兼ね合いも考慮する。  

⑦ 集水ピット打設後、埋戻しを行う前に水張り試験を行う。試験は、日本下

水道事業団編著「土木工事必携  土木工事一般仕様書」を参考に行う。試

験後、補修を行う必要がある場合は補修要領書（漏水個所・状況・補修方

法・工程等）を策定し、監督員の承諾を得た後に施工する。補修工事は、

補修前後の写真等を記録として残す。なお、水張り試験、補修にかかる費

用は【受注者】が負担する。  
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【解 説】 

発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

1) 廃棄物最終処分場性能指針（平成 12 年厚生省生衛発第 1903 号）に準拠しているか。 

2) 実施設計に使用する降雨データは、近傍の観測所で十分な期間のものとなっているか。 

3) 浸出水集排水管の配管間隔は【 20 】m 以内となっているか。 

4) 十分な耐久性を有する構造の管渠等を設けているか。 

5) 管内は常に水深が【 25 】%以下となるよう設計しているか。 

6) 浸出水集排水管の管径および材質は、水理計算・構造計算等により、問題なく使用でき

るものであるか。 

7) 最終処分場を廃止する時点において、浸出水集排水施設で集水した浸出水等を放流先に

自然放流できる構造となっているか。 

8) 浸出水集排水管と浸出水集水ピットとの接続部は、浸出水が漏水しない構造となってい

るか。 

9) フィルター材（砕石）は、遮水工に接触しないように土質材料等で緩衝させる構造とな

っているか。 

10) フィルター材は吸い出し防止材等（不織布等）で覆っていないか（カルシウムで目詰

まりしやすいため）。  

11) 浸出水集排水管と地下水集排水管は離して設計してあるか。浸出水集排水管と地下水

集排水管が近接している場合、浸出水が地下水集排水管に流れ込み、不具合の原因の

特定に時間を要することがある。 
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８ 埋立ガス処理施設工事 

1) 目的と機能 

埋立地内の廃棄物が安定する過程で埋立地から可燃性ガスなど種々のガスが発

生することから、これらの発生ガスを速やかに排除するための埋立ガス抜き施設を

設置する。また、浸出水集排水管と一体となって、ガス抜きと同時に空気を供給す

ることによって、好気性領域の拡大にも寄与するものである。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に先

立ち現地状況を精査する。 

(1) 竪型ガス抜き設備 

 

 

 

(2) 法面ガス抜き設備 

 

 

 

(3) 被覆材 

 

3) 施工時の特記事項 

(1) 竪型ガス抜き設備 

 

 

 

 

 

 

⑦ 風、雪等で破損することもあるので十分留意する。 

(2) 法面ガス抜き設備 
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③ 風、雪等で破損することもあるので十分留意する。 

 

【解 説】 

発注仕様書の作成にあたっては、以下に示す設計内容を確認する。 

 「廃棄物最終処分場性能指針（平成 12 年厚生省生衛発第 1903 号）」に準拠している

か。 

 埋立廃棄物の性状を十分に考慮し、仕様（管径等）、設置数等を計画しているか。 

 竪形ガス抜き設備はネガティブフリクションによる影響を考慮し設計しているか。 

 浸出水集排水管としての機能も兼ねていることから、十分な集排水機能を有する構造と

なっているか。 

廃棄物層と覆土層の透気係数の差によってはガス抜き設備は配置間隔を密にするなど

配慮する。性能指針の目安は、廃棄物の透水係数より覆土の透水係数が 2 オーダー低い

場合の計算結果に基づいている。両者の透水係数の差が小さい場合はガス抜き設備の配

置密度を高くしないとガスが集まりにくくなる。 

 

 

９ 被覆施設工事 

1) 目的と機能 

被覆施設を設けた最終処分場は、通常の最終処分場の基本的機能を有するととも

に、これに関係する外部要因と内部要因を制御する機能を有するものである。管理

された閉鎖空間内で、受け入れた廃棄物の環境負荷を低減するよう処理・貯蔵し、

被覆施設で埋立地を覆うことにより、埋立廃棄物の飛散や雨水の流入を防ぎ、景観

や地域環境に調和した施設とする。 

 

【解 説】 

最終処分場の基本的機能、外部要因、内部要因としては、下記が挙げられる。 

基本的機能：環境保全、廃棄物の保管・処理、最終処分場の地域還元 

外部要因 ：雨水、風、積雪等 

内部要因 ：廃棄物の散乱、臭気、ガス、温度等 

 

このような機能を有するためには、実施設計の内容が以下の事項を満足しておくこと

が重要である。 

 被覆（屋根）構造は設置期間中、基礎を含む構造物全体が安全であるとともに、建物の

意匠、構造、境界条件および使用条件を考慮して、もっとも適したものを選択するもの

とする。また、周辺環境に特に適合した形状を有し、景観を損うものであってはならな

い。 

 屋根に要求される各種性能のうち、防水性、耐久性および耐分布圧性以外の性能（断熱

性、遮音性、防湿性、耐衝撃性、耐摩耗性、耐火性）は、その目的に応じた他材との組

合せにより補うものとする。 
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 被覆施設の設計にあたっては、固定荷重、積載荷重、積雪荷重、風荷重および地震荷重

などを考慮して行う。各荷重による応力の組合せは、建築基準法施工令に従う。 

 構造設計および構造計画にあたっては、建築基準および同施行令告示（平成 14 年国土

交通省告示第 666 号）による他、日本建築学会「鋼構造設計基準」、日本建築センター

「建築物の構造関係技術基準解説書」等によるものとする。 

 車両出入口にシャッター等を設け、埋立地外部への飛散防止を図る。 

 運営・維持管理期間中は、粉じん対策および廃棄物の早期安定化を目的とした散水機能

を設ける。 

 被覆施設を有する最終処分場では場内が閉鎖空間となるため、室内環境を良好に保ち、

可燃性ガスによる爆発の危険がないように、換気設備を設ける。換気は、原則として、

自然換気と強制換気（機械換気）が選択できる方式とする。 

 昼間は自然採光により作業可能な環境とするとともに、夜間時の作業に備え照明設備を

設ける。 

 被覆設備の機能を維持する管理作業が容易となるように、必要に応じて歩廊などの設備

を整備する。 

 

 

 仕様・規格 

(1) 上屋、屋根 

 

 

 

(2) 換気設備 

 

 

 

(3) 消火設備 

 

 

(4) 散水装置 

 

 

 

 

(5) 照明設備 

 

(6) 維持管理設備 
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3) 施工時の特記事項 

(1) 貯留構造物施工後に被覆（屋根）構造物を施工する場合 

 

 

(2) 貯留構造物施工前に被覆（屋根）構造物を施工する場合 

 

② 貯留構造物施工時に被覆（屋根）構造を損傷しないよう留意する。 

 

【解 説】 

被覆（屋根）構造体を構築するための作業足場・支保工・乗入構台の設置や溶接作業な

どで遮水シートを破損する可能性が高く、原則的には遮水シートの敷設は被覆（屋根）構

造物の完成後に行う。ただし、小規模な被覆（屋根）構造物や埋立地の外部であらかじめ

被覆（屋根）構造物を建設し、埋立地上に移動する工法等を考慮すれば、遮水シートの先

行施工も可能である。 

また、貯留構造物施工前に被覆（屋根）構造を施工する場合は、貯留構造物施工後に被

覆（屋根）構造物を施工する場合に比べ、仮設材や揚重機などの費用が少なく建設期間が

短いため、被覆（屋根）構造の建設費を低くすることができる。その反面、貯留構造物施

工が困難になる場合がある。 
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第７節 関連施設工事 

１ 環境監視（モニタリング）施設工事 

1) 目的と機能 

モニタリング施設は、工事中、埋立中、埋立終了後を通じて、周辺への環境影

響監視および最終処分場を構成する諸施設がそれぞれの機能を果たしているか

どうかを監視するために設置するものである。 

モニタリングは、埋立層モニタリングと環境モニタリングに大別される。埋立

層モニタリングは、埋立経過年数とともに変化する埋立廃棄物の質の変化（廃棄

物のガス化、洗い出し作用などによる分解・浄化など）や埋立層の沈下量を追跡

し、その性状の推移を把握することにより、最終処分場の維持管理や跡地利用を

計画する上での基礎資料とすることを目的とする。 

環境モニタリングは、基準省令の維持管理基準に実施が義務付けられているも

のであり、地下水、放流水等が周辺環境に与える影響を把握するものである。ま

た、工事作業中においては、作業機械による騒音・振動等の影響、水質の汚濁、

悪臭等を把握する。  

 

【解 説】 

埋立層モニタリング設備としては、地表面沈下計、層別沈下計、環境モニタリング設備

としては、水質モニタリング井、埋立地ガス採水井などがある。 

表 2-38 モニタリング項目と主要設備 

モニタリング項目 主要設備 

地下水 地下水観測井戸、電気伝導度計、塩化物イオン計  

放流水 流量計、pH 計  

保有水等（浸出水） 流量計、pH 計、水温計、電気伝導度計、塩化物

イオン計、降雨計 

埋立ガス ガス採取管（ガス抜き設備を兼用）  

騒音・振動 騒音計、振動計  

気象  風向、風速計、降雨計 

埋立層 沈下板 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場の計画・設計・管理要領、P440(一部改) 

 

 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に先立

ち現地状況を精査する。 

工種・品名 形状・規格 数 量 

埋立層モニタリング設備 

【                   】 

【                   】 

 

【                      】 

【                      】 

 

【    】 

【    】 
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【                   】 

付属品 

【                      】 

 

【    】 

１式 

環境モニタリング設備   

【                   】 

【                   】 

【                   】  

付属品 

【                      】 

【                      】 

【                      】 

 

【    】 

【    】 

【    】 

１式 

 

監視項目 監視地点 調査頻度 

工事中モニタリング 

【                   】 

【                   】 

【                   】 

【                   】 

 

【                      】 

【                      】 

【                      】 

【                      】 

 

【    】 

【    】 

【    】 

【    】 

 

3) 設計内容の確認事項 

受注者は、施工に先立って、以下に示す設計内容を確認する。 

(1) 環境モニタリング設備の設置は基準省令に準拠しているか。 

(2) 位置選定理由が明確か。 

(3) 地下水モニタリング井戸は、遮水工破損の有無を判断するために埋立地を中心

として地下水の流向の上下流にそれぞれ 1 か所、合計 2 か所以上設置してある。

このことから、埋立地造成部に 2 か所以上の沢地形があるような場合、地形な

りに地下水が流れていない可能性がある場合等は、地下水の流れを踏まえて、

埋立地底部の地下水と同じ水脈の地下水が採水できるように配慮されているか。 

4) 施工時の特記事項 

(1) 埋立層モニタリング設備 

 

 

 

 

(2) 環境モニタリング設備 

 

 

③ 周辺は第三者がみだりに立ち入らないよう必要な防護柵を設ける。 
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【解 説】 

地下水モニタリング井戸は以下に示す構造、材料などが考えられる。 

表 2-39 地下水モニタリング井戸の材料例 

区  分 材  料 特  徴 

地下水 

モニタリング井戸 

塩ビ管 ボーリング孔に塩ビ管を設置。地下水位が低い場

合、施工が容易。孔径が小さいため、小型ポンプで

採水。水面の目視は困難 

コンクリート管 地下水位まで掘削し、コンクリート管を設置。地

下水位が高い場合施工が容易。孔径が大きいため、

採水が容易。水面を目視できる。 

 

出典：NPO 最終処分場技術システム研究協会、廃棄物最終処分場新技術システムハンドブック、P233 

図 2-19 地下水モニタリング井戸の構造イメージ 

 

 

 

２ 道路設備工事 

1) 目的と機能 

 搬入道路は、主に公道から最終処分場の施設入口までのアクセス道路であり、

廃棄物運搬用車両、覆土運搬車および工事用車両が埋立地内に速やかに入場・

退出するために設置する。 

 場内道路は、主に最終処分場の施設入口から埋立地までのアクセス道路であ

り、廃棄物運搬用車両、覆土運搬車、工事用車両の入場・退出に加えて、維持

管理用車両、職員用車両、外来車両が通行するために設置する。 

 管理道路は、主に埋立地周辺に設置される道路であり、最終処分場の諸施設の

日常管理、保守・点検ならびに防火・安全管理などのために、さらに材料の搬

出入のために設置する。 

2) 仕様・規格 

  道路設備の規格と数量、以下のとおりとする。 
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 幅 員 舗装厚さ 延 長 舗装構成 

搬入道路 【    】m 【    】cm 【    】 【        】 

場内舗装 【    】m 【    】cm 【    】 【        】 

管理道路 【    】m 【    】cm 【    】 【        】 

 

【解 説】 

1) 廃棄物最終処分場の主要施設、関連施設のイメージは以下のとおりである。このう

ち、道路の種類には搬入道路、場内道路、管理道路などがある。 

 

 

出典：全国都市清掃会議、廃棄物最終処分場指針解説、P40 

図 2-20 最終処分場の主要施設及び関連施設 

 

2) 主要資材の材質等については、各自治体の同種の工事に準じて記載する。舗装構成のイ

メージを以下に示す。下層路盤下の 1.0m は路床として締固めを行う。また、積雪寒冷

地においては、道路の凍結による凍上を考慮して凍上抑制層を設けること。一般的に舗

装にはアスファルトコンクリート舗装とコンクリート舗装がある。両者の特徴は下表

に示す通りであることから、施設を整備する地域の特性や維持管理の方法などを踏ま

えて合理的な舗装とする。 
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出典：北海道建設部土木局道路課、道路事業設計要領、P9-7 

図 2-21 舗装構成イメージ 

表 2-40 アスファルトコンクリート舗装とコンクリート舗装との比較 

項 目 アスファルトコンクリート舗装 コンクリート舗装 

変形に対する
追随性 

比較的追随性が高い（クラックが発
生しにくい）。 

合成が高く追随性は悪い（地盤が
変形するとクラックが発生しやす
い）。 

打継目地 収縮目地が不要で既施工部を加熱・
プライマー散布するため連続した
舗装面とできる。 

乾燥収縮防止のための伸縮目地が
必要であり、目地材設置のため隣
接施工箇所打設日をずらすなどの
工夫が必要である。 

養生期間(車
両走行) 

数時間 一般に 7 日間程度以上（材料によ
り、短縮も可能）である。 

路盤の必要性 必 要 支持地盤の地耐力があれば、下面
に路盤がなくてもコンクリート打
設には支障ない。 

遮水工への配
慮 

路盤による遮水工損傷防止のため
の保護層設置や施工時の損傷防止
対策が必要である。 
保護層がすべらないように事前に
検討する。 
アスファルトコンクリートの施工
温度が高いため遮水材に影響しな
いように配慮する。 

コンクリート打設用配管や、鉄筋
等により損傷しないように配慮す
る。 

施工方法 路盤の上にプライマーを散布し、ア
スファルトフィニッシャにより材
料を所定の厚さで均一にまき出し、
転圧ローラで締め固める。 

ミキサ車またはコンクリートポン
プ車により材料を撒き出し、バイ
ブレータで締め固め、トンボやコ
テで表面を均す。 

施工性 路盤形状や比較的単純で均一な幅
であればフィニッシャや転圧ロー
ラが有効に使用できるが、形状が複
雑な場合は人力施工が増え、施工性
は低下する。 

鋼製金網または鉄筋、伸縮目地、
型枠の設置が必要であるととも
に、１スパンごとに打設するなど
の施工上の工夫が必要となる。 
英面形状が複雑でも対応しやす
い。 

耐久性 コンクリートに比べ耐久性で劣る
ため定期的な補修等を行う。 

耐久性に優れるため、維持管理上
で有利となる。 

その他 水密性アスファルトコンクリート
とすることで遮水層としても利用
できる。 

アスファルトコンクリートに比べ
施工時の温度が低く、熱による遮
水工への影響がない。 

出典：NPO 最終処分場技術システム研究協会、廃棄物最終処分場技術ハンドブック、P116 
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3) 道路に係る設計条件の例を以下に示す。 

表 2-41 道路の種級区分 

・第 3 種の道路 

計画交通量 
 
 

道路の種類 

20,000 
以上  

4,000 
以上  
20,000 
未満  

1,500 
以上  
4,000 
未満  

500 
以上  
1,500 
未満  

500 
未満  

一般国道 
平地部 第１級 第 2 級  第 3 級  
山間部 第 2 級  第 3 級  第 4 級  

都道府県道 
平地部 第 2 級  第 3 級  
山間部 第 3 級  第 4 級  

市町村道 
平地部 第 2 級  第 3 級  第 4 級  第 5 級  
山間部 第 3 級  第 4 級  第 5 級  

出典：日本道路協会、道路構造令の解説と運用、P5 

・第 4 種の道路 

計画交通量 

道路の種類 
10,000
以上  

4,000 以上 
10,000 未満  

500 以上  
4,000 未満 

500 未満  

一般国道 第 1 級  第 2 級  
都道府県道 第 1 級  第 2 級  第 3 級  
市町村道 第 1 級  第 2 級  第 3 級  第 4 級  

出典：日本道路協会、道路構造令の解説と運用、P5 

 

表 2-42 車線の幅員 

区分  車道の幅員（m）  

第 3 種  

第 1 級  
普通道路 3.50 
小型道路 3.00 

第 2 級  
普通道路 3.25 
小型道路 2.75 

第 3 級  
普通道路 3.00 
小型道路 2.75 

第 4 級  2.75 

第 4 種  
第 1 級  

普通道路 3.25 
小型道路 2.75 

第 2級及び第 3級  
普通道路 3.00 
小型道路 2.75 

出典：日本道路協会、道路構造令の解説と運用、P10 

表 2-43 設計速度 

区     分  
設計速度 
（km/hr）  

特例値 
（km/hr）  

第 3 種  

第 1 級  80 60 
第 2 級  60 50 または 40 
第 3 級  60,50 または 40 30 
第 4 級  50,40 または 30 20 
第 5 級  40,30 または 20  

第 4 種  
第 1 級  60 50 または 40 
第 2 級  60,50 または 40 30 
第 3 級  50,40 または 30 20 

出典：日本道路協会、道路構造令の解説と運用、P21 
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表 2-44 縦断勾配 

区分  設計  
速度  

第 1 種 ,第 2 種  
および第 3 種  第 4 種  

縦断勾配 
(％) 

特例値 
(％) 

縦断勾配 
(％) 

特例値 
(％) 

普通道路 

60 5 8 5 7 
50 6 9 6 8 
40 7 10 7 9 
30 8 11 8 10 
20 9 12 9 11 

小型道路 

60 8  8  
50 9  9  
40 10  10  
30 11  11  
20 12  12  

出典：日本道路協会、道路構造令の解説と運用、P25 

※積雪寒冷地においては道路の凍結状況などを踏まえて縦断勾配を設定すること。 

 

３ 洗車設備工事 

1) 目的と機能 

最終処分場外周辺の環境に対する配慮から、埋立地に廃棄物を搬入した車両、

覆土搬入車両の車体やタイヤ等に付着した土砂や廃棄物を公道に出る前に除去

するために洗車設備を設置する。 

2) 設計内容の確認事項 

受注者は施工に先立って、以下に示す設計内容を確認する。 

(1) 前記の機能を有する洗車設備となっているか。 

(2) 洗車排水は、浸出水と同様に処理する計画とし、埋立地外へ流れないか。 

(3) 車両の退出時に再度汚れるおそれがない位置に設置してあるか。 

3) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状および規格等は、原則として以下とする。なお、着手に

先立ち現地状況を精査すること。 

(1) 形  式 【  】式 

(2) 寸  法 【  】 

(3) 数  量 【  】基 

(4) 主要項目（１基につき） 

 

 

 

 

※③及び④は噴射式を採用した場合に記載すること 

4) 施 工 

施工は【   】市土木工事標準（共通）仕様書）および【   】市配水

管工事標準仕様書に準拠する。 
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【解 説】 

洗車排水を浸出水集排水管に接続して排水する場合、埋立天端高が高くなったときにも

排水機能を十分に確保できるよう配慮する必要がある。 

洗車設備には手動式と機械式とがあり、設置における 1 日当りの車両洗浄台数や搬入車

両の管理方法などを勘案して選択する。 

施工の詳細等については、各自治体の同種の工事に準じて記載する。 

表 2-45 洗車方式の特徴 

方  式 特   徴 

手動式 

搬入車両 1 台を収容できる程度の簡易で浅い水槽を設けて洗車する方法や搬入

車両の荷台を清掃するために水槽水位を掘り下げた構造などがある。  
車両の洗浄台数が少ない場合に有効であり、機械式に比べてコストが安い。  

機械式 

回転ブラシ式や高圧水噴射式などの方法がある。  
衛生的な雰囲気で洗車を行えるが、使用水量が多くなることや外部に水滴が飛

ぶため、敷地境界などに設置する場合は、塀などを設け、水が外部に飛散しない

ように配慮する必要がある。  
車両の洗浄台数が多い場合に効率的に洗車することができるが、一般的にコス

トが高い。  

その他 
建設工事などで土砂搬出車両に付着した土砂を落とす「スパッツ」などを利用

することも考えられる。  

出典：安全自動車株式會社、ホームページより 

図 2-22 高圧洗浄機（ハイウォッシャー）の事例 

出典：井上鋼材株式会社、スパッツカタログより 

図 2-23 乾式タイヤ洗浄機（スパッツ） 
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出典：廃棄物最終処分場の計画・設計・管理要領 P447 

図 2―24 手動式洗車施設の事例 

 

出典：株式会社フジテックス ホームページより 

図 2-25 機械式洗車機（門型） 
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４ 飛散防止設備および門扉・囲障設備等工事 

1) 目的と機能 

飛散防止設備は、埋立地の地形、気象条件等を勘案し、廃棄物が強風や鳥類

などによって飛散・流出し、最終処分場周辺の環境を汚染することを防止する

ため設置する。 

囲障設備は、基準省令によって設置が義務付けられており、埋立地にみだり

に関係者以外の人間が立ち入ることを防止するために設置する。 

2) 設計内容の確認事項 

受注者は施工に先立って、以下に示す設計内容を確認する。 

(1) 以下の機能を有する設備となっているか。 

 

 

 

④ 風や積雪などの荷重、積雪による沈降力などを踏まえて構造計算を行い、部

材強度や転倒等に対する安全を確認しているか。 

⑤ 積雪寒冷地においては凍上による基礎ブロックなどの浮き上がり防止対策

（凍結深度以深への根入れ等）を行っているか。 

⑥ 海岸に近い場所では、金属に錆が生じて部材の劣化が早まることがあるので、

塗装を厚くするなどの塩害対策となっているか。 

⑦ 飛散防止柵と遮水工の固定工を兼用することは、飛散防止柵の支柱により遮

水工を破損することが懸念されるので兼用していないか。 

 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に先

立ち現地状況を精査する。 

(1) 飛散防止設備 

 

 

 

 

(2) スプリンクラー 

 

② 方 式    【移動式・固定式】 

(3) 案内板等 

 

 

(4) 門  扉 
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(5) 囲障設備 

 

 

 

 

4) 施工時の特記事項 

施工は【   】市土木工事標準（共通）仕様書）に準拠する。 

 

【解 説】 

飛散防止設備は、その目的により防止網などの使い分けを行う。風によって散乱しやす

い紙・プラスチック類などの埋立地周辺への散乱を防止する場合は、散乱対策設備（ネッ

トフェンス等）を設置する。風によって飛散しやすい焼却灰・飛灰などの埋立地周辺への

飛散を防止する場合は、強風を低減する防風対策設備（防風林等）を設置する。 

なお、フェンスなどの散乱対策設備の効果の及ぶ範囲は、網の位置から水平方向に対し

て網の高さの 3～5 倍までといわれており、飛散防止柵と合わせて即日覆土などの維持管

理による飛散防止対策が必要になることに注意を要する。 

飛散防止対策には即日覆土、飛散防止柵の設置の他に、散水による粉塵発生の抑制など

の対策もある。移動式のスプリンクラーを埋立ての進捗に合わせて配置したり、埋立地周

辺に固定式の散水栓を配置して散水したりすることも対策の一つとして考えられる。 

施工の詳細等については、各自治体の同種の工事に準じて記載する。 

 

 

５ 防火設備工事 

1) 目的と機能 

防火設備は、埋立地で発生する可能性のある火災時の対策として設置する。 

2) 設計内容の確認事項 

受注者は施工に先立って、以下に示す設計内容を確認すること。 

(1) 適切な位置に設備を設けているか。 

(2) 防火設備の使用水は浸出水処理施設の処理水を利用することを基本とする

が、処理水のない場合には上水または井水からの供給となっているか。  

3) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に

先立ち現地状況を精査すること。 

工種・品名 形式・規模・構造 数 量 

防火設備 

【           】 

【           】 

【           】 

 

【             】 

【             】 

【             】 

 

【      】 

【      】 

【      】 
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4) 施工時の特記事項 

施工は【    】市土木工事標準（共通）仕様書）に準拠する。 

 

【解 説】 

陸上埋立については、火災発生場所はもちろんのこと、埋立地周辺への延焼防止対策

も講じなければならない。対策として、消火機器の常備、防火用水、防火用土砂（覆土

材と兼用）の確保、防火帯の設置ならびに散水車・ブルドーザなどの消防車としての利

用が有効である。また、埋立地内の火災に対しては浸出水調整池の水を利用することも

考えられる。 

なお、被覆施設などの建屋で囲まれた最終処分場、あるいは管理棟などの建築物で

は、建築物の用途や規模に応じた火災報知器、消火設備および排煙設備などの防火設備

を、建築基準法、消防法等に準じて設置する必要がある。 

施工の詳細等については、各自治体の同種の工事に準じて記載する。 

表 2-46 防火水槽の構造別特徴 

方     式  特    徴  

プレキャスト RC 
プレキャストのブロックを現場に搬入し、各ブロックを現場で

連結。施工は容易 

鋼製 FRP 
鋼板に FRP を吹き付けた製品。軽量で施工が容易。軽量なため、

地下水位が上昇する場合は浮き上がり防止対策が必要 

現場打ち（RC）  
現場でコンクリートを打設して整備。現場で鉄筋組立、コンク

リート打設、養生などを行うことから築造に時間を要する。 

その他 
消火水を調達することが困難な場合は、浸出水調整池の水を消

火用水として利用することも考えられる。 

 

 

６ 防災設備工事 

1) 目的と機能 

防災設備は、最終処分場建設に伴う河川流域の雨水流出量の増大を抑制し、下流

河川の流下能力に応じた流量調節を行うことを目的として設置する。 

また、工事中に発生する濁水の流出を抑制する濁水沈殿池や土砂流出防止工な

どを必要に応じて配置する。 

2) 設計内容の確認事項 

 本施設の設置により、降雨の流出機構が設置前と比較して変化することが予想

されるため、防災上の観点から防災設備（調整池）を設置しているか。 

 防災設備の設計は、「都市計画法に基づく開発行為の許可基準」、「林地開発許

可基準」、「防災調整池等技術基準（案）解説と設計実例（日本河川協会）」等

に準拠しているか。 

3) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として以下とする。なお、着手に

先立ち現地状況を精査する。 
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工種・品名 形状・規格 数量 

防災設備 

【          】 

【          】 

【          】 

 

【             】 

【             】 

【             】 

 

【     】 

【     】 

【     】 

 

4) 施工時の特記事項 

施工は【    】市土木工事標準（共通）仕様書）に準拠する。 

 

【解 説】 

施工の詳細等については、各自治体の同種の工事に準じて記載する。 

 

 

７ 撤去工事 

造成工事に先立ち、敷地内において撤去が必要な構造物等が発生した場合は、

監督員と協議し、搬出・処分を行う。 

撤去範囲【                      】 

 

【解 説】 

既存施設の跡地に新たに施設整備する場合は、既存施設を撤去するとともに埋設物や杭

などの基礎を撤去することに留意する。 

また、既存施設に隣接して新たに施設整備する場合や施設拡張を行う場合は、既存施設

のインフラの埋設状況を把握し、必要に応じて移設、撤去などを行うことに留意する。 

山間や原野などに新たに施設整備する場合は、伐開、伐根などの処理を行うことに留意

する。 

 

 

８ その他の施設工事 

最終処分場の管理に必要な設備について、その規模、形式等を決定する。 

1) 場内監視システム 

管理棟内の中央監視室から、最終処分場の主要施設、管理施設、関連施設の

状況、埋立状況等を遠隔で監視するために設置する。 

(1) 監視カメラ   ：【    】基、耐塩・防水、回転ズーム式 

（作業員・車両が視認できる程度） 

(2) カメラ操作機器 ：1 式、管理棟内設置 

(3) モニター    ：1 台、液晶カラーモニター、管理棟内設置 

(4) その他周辺機器 ：1 式 

2) 駐車場工事 
敷地内以下に示す台数の駐車場を設ける。 

(1) 職員用      【    】台 
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(2) 来客用      【    】台 

(3) 見学者用（乗用） 【    】台 

(4) 見学者用（バス） 【  1  】台 

(5) 維持管理車両   【    】台 

 

【解 説】 

駐車場は、施設に従事する職員の他、来場者、見学者などの頻度を踏まえて計画する。

必要に応じて埋立重機の駐車スペースや燃料や薬品補充などの維持管理の駐車および作

業スペースについても配慮する。見学者は大型バスで来場することが多いので、大型バス

を駐車する場所を確保する必要がある。大型バスの駐車台数は、学校などの施設見学会に

対応することを踏まえて、少なくとも 1 台程度（1 クラス分）を確保することが望ましい。 

また、埋立作業などに使用する維持管理車両の駐車場には、必要に応じて修繕作業など

を行う管理庫などを配置する配慮が必要である。 

 

3) 緑化工事 

周辺景観との調和を考慮し、施設周辺に植栽を施す。植栽種の選定にあたって

は、土質条件、気象条件、地域的条件等、周辺の自然環境や現存植生を勘案して

選定する。 

植栽範囲【                      】 

 

【解 説】 

植栽にあたっては、根系が貯留構造物や遮水工といった最終処分場の機能を損うことの

ないよう、樹種の選定に留意する。 
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第８節 周辺整備工事 

１ 市道拡幅・整備及び新設工事 

1) 目的と機能 

本事業に伴い、建設地内の市道が埋立地となるため、その代替として、既設市道

の拡幅・整備および新たな道路の設置を行う。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状及び規格等は、原則として【    】市土木工事標準（共

通）仕様書に準拠する。なお、着手に先立ち現地状況を精査すること。 

3) 施工時の特記事項 

施工は【    】市土木工事標準（共通）仕様書に準拠する。 

 

２ 給水管引き込み工事 

1) 目的と機能 

本事業に伴い、浸出水処理施設、管理棟等で必要な水道を供給することを

目的として、建設地入り口までの区間に給水管を設置する。 

2) 仕様・規格 

主要資材の材質、形状および規格等は、原則として【    】市土木工事

標準（共通）仕様書に準拠する。なお、着手に先立ち現地状況を精査する。 

3) 施工時の特記事項 

施工は【    】市土木工事標準（共通）仕様書に準拠する。 

 

【解 説】 

本事業に伴い、最終処分場外における整備工事が発生する場合においては、本節に記載

する。 

 

 

第９節 完工確認 

受注者は、本施設完成後、当局の完工確認を受けること。 

受注者は、完工確認に先立ち、確認項目、確認内容、確認方法、評価基準等を記載し

た「完工確認要領書」を作成し、当局の承諾を受けること。確認の結果、所定の性能お

よび機能を満足できなかった場合は、受注者の責任において速やかに改善する。 
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